
狛江市空家等対策計画（改定案）に関する

市民説明会及びパブリックコメントの実施結果について

１．実施概要

■市民説明会

（１）実 施 日 令和５年１月 15 日（日） 午後３時 00分～午後４時 30 分

（２）参加人数 ６人

■パブリックコメント

（１）実施期間 令和５年１月４日（水）～令和５年２月３日（金）

（２）公開方法 市ホームページ

（３）意見提出方法 ・まちづくり推進課への書面による提出（持参）

・郵便による送付

・ファクシミリによる送信

・電子メールによる送信

２．意見等件数

提出者数 ０名

３．パブリックコメントの意見等及び市の対応について

意見なしため、原案の修正なし。

令和５年３月７日
庁 議 資 料
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令和５年３月７日

庁 議 資 料





目 次

第１章 計画の概要 ･･････････････････････････････････････････････････ １

１ 計画策定の背景と目的 ･････････････････････････････････････････ １

２ 計画の位置付け ･･･････････････････････････････････････････････ ２

３ 計画の対象地区 ･･･････････････････････････････････････････････ ２

４ 計画期間 ･････････････････････････････････････････････････････ ３

５ 計画の対象 ･･･････････････････････････････････････････････････ ３

第２章 狛江市の空家等の現状 ････････････････････････････････････････ ４

１ 統計にみる人口等と住宅の現状 ･････････････････････････････････ ４

２ 統計にみる空き家の現状 ･･･････････････････････････････････････ ７

３ 平成 28（2016）年度空家等実態調査 ･･････････････････････････ 11

４ 平成 29（2017）年度所有者アンケート調査 ････････････････････ 19

５ 令和 30（2021）年度空家等実態調査 ･･････････････････････････ 31

６ 空家等に関する市民等からの苦情・要望等 ･･･････････････････････ 33

７ 狛江市における空家等の現状と課題の整理 ･･･････････････････････ 34

第３章 空家等対策に係る基本方針 ････････････････････････････････････ 38

第４章 空家等対策に係る施策 ････････････････････････････････････････ 39

基本方針１ 空家等の現状把握と発生抑制 ････････････････････････････ 40

１ 空家等の調査 ････････････････････････････････････････････････ 40

２ 空家等の発生抑制 ････････････････････････････････････････････ 42

基本方針２ 空家等の適切な管理の促進 ･･････････････････････････････ 46

３ 所有者等による空家等の適切な管理の促進 ･･････････････････････ 46

４ 特定空家等に対する措置 ･･････････････････････････････････････ 48

５ 管理不全状態の空家等に対する措置 ････････････････････････････ 52

基本方針３ 空家等及び共同住宅の空室における利活用の促進 ･･････････ 54

６ 空家等及び共同住宅の空室、並びに除却した空家等に係る跡地の

利活用の促進 ････････････････････････････････････････････････ 54

第５章 空家等対策に向けた取組体制等 ････････････････････････････････ 58

１ 市役所における体制 ･･･････････････････････････････････････････ 58

２ 市民等からの空家等に関する相談への対応 ･･･････････････････････ 60

３ その他空家等に関する対策 ･････････････････････････････････････ 64

第６章 計画の目標 ･･････････････････････････････････････････････････ 65

１ 指標の設定 ･･･････････････････････････････････････････････････ 65

２ 計画目標 ･････････････････････････････････････････････････････ 65

資料編 ･･････････････････････････････････････････････････････････････ 67





1

第１章 計画の概要

１ 計画策定の背景と目的

（１）背景

わが国では、少子高齢化の進展や人口減少社会の到来を受け、全国的に空家

等が増加しており、とりわけ管理が不十分で荒廃化が進んでいる空家等は、火

災の危険性や倒壊のおそれ、安全性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害等、

多岐にわたる問題が懸念されるなど、大きな社会問題となっています。

空家等の適切な管理は、所有者の責務において行われることが前提ですが、

さまざまな事由により所有者のみでは解決が難しいケースも見られます。

狛江市の空き家率（住宅総数に占める空き家の割合）は、平成 25（2013）

年の住宅・土地統計調査によると 11.5％であり、全国の平均値 13.5％より

低いものの、東京都の平均値 11.1％よりは高い値となっています。また、空

家等の件数は、近年増加傾向を示しており、本市においても問題が顕在化しつ

つあるところです。

このような状況の中、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空家

法」という。）が平成 27（2015）年５月に全面施行され、また、住宅確保要

配慮者の住宅確保を目的とした住宅セーフティネット法改正法が平成 29

（2017）年 10 月 25 日に施行され、「新たな住宅セーフティネット制度」

が本格的に始まりました。

市では、これを受けて、より総合的・計画的な空家等対策を推進するため、

平成 30 年３月に「狛江市空家等の適切な管理及び利活用に関する条例」（以

下「空家条例」という。）を制定するとともに、「狛江市空家等対策計画」（以

下「本計画」という。）を策定しました。

本計画が策定され５年が経過し、平成 30（2018）年の住宅・土地統計調

査では、狛江市内の空き家率は 9.4%と減少している一方、令和３（2021）

年度の狛江市空家等実態調査では、５年前の調査に比べて増加の結果となって

います。また、この間には特定空家等の認定や措置、空き家バンクの設置など、

本計画の基本方針に基づき、様々な施策を実施してきました。こういった社会

情勢の変化や施策の効果等を考慮して、各施策をより効果的に実施するために、

本計画の見直しを実施します。

（２）目的

本計画は、空家等の適切な管理や利活用を促進し、空家等の発生を抑制する

ことで、市民の生命、身体又は財産を保護するとともに、良好な生活環境の確

保や地域の活性化、さらには、空家法では対象としていない共同住宅の一部空

室についても必要に応じて公益的な利活用に取り組むことを目的とします。
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２ 計画の位置付け

本計画は、空家法第６条第１項（※）の規定に基づき策定するものです。

また、本計画は、本市の上位計画である「狛江市第４次基本構想」及び「狛江

市前期基本計画」を指針とし、各種関連法・計画との連携・整合を図り定めるも

のとします。

図 狛江市空家等対策計画の位置付け

３ 計画の対象地区 ＜空家法第６条第２項第１号＞

本市では、空家等が市全域に点在していることから、「市全域」を計画の対象

地区とします。

狛江市第４次基本構想

狛江市前期基本計画

狛江市

住宅マスタープラン

狛江市都市計画

マスタープラン・

立地適正化計画

狛江市

あいとぴあ

レインボープラン

東京都

住宅マスタープラン

東京都都市計画区域

マスタープラン

空家等対策の推進に関する特別措置法

空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に実施するための基本的な指針

【上位計画】

整合

※ ＜空家法第６条第１項＞

（空家等対策計画）

市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施

するため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画を定め

ることができる。

狛江市空家等対策計画

連携

整合
・

基づく

【部門計画】

連携

整合
・狛江市空家等の適切な管理

及び利活用に関する条例

【東京都 計画】

【市条例】

【国 法律等】

対象地区：市全域
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４ 計画期間＜空家法第６条第２項第２号＞

本計画の期間は、見直しによる変更はせず、当初策定時から10年間とします。

なお、本計画は、継続して適切な進行管理を行います。

５ 計画の対象＜空家法第６条第２項第１号＞

本計画の対象は、「①空家法で規定の空家等（空家法第２条第１項に規定され

ている空家等）」及び「②共同住宅の空室」、「③除却した空家等の跡地」としま

す。

図 本計画の対象

図 空家法における空家等の定義

○対象種別

・一戸建住宅の空家

・全室空室の共同住宅

○本計画での主な対応等

・調査

・発生抑制

・適切な管理の促進

・特定空家等への措置

・管理不全状態の空家等に

対する措置

・利活用の促進

①空家法で規定の空家等

○対象種別

・共同住宅の空室

（分譲マンション、賃貸住宅等）

○本計画での主な対応等

・調査

・利活用の促進

②共同住宅の空室

○対象種別
・除却した空家等の跡地

○本計画での主な対応等

・利活用の促進

③除却した空家等の跡地

計画期間：平成 30（2018）年度～令和 9（2027）年度

本計画の対象

居住その他の使用がなされていないことが常態の

上記の敷地（立木その他の土地に定着する物を含む）

空家法での空家等の定義

建 築 物 附属する工作物
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第２章 狛江市の空家等の現状

１ 統計にみる人口等と住宅の現状

（１）人口の推移及び将来見通し

本市の人口は増加傾向を示してきていましたが、令和２（2020）年の

84,772 人をピークに、その後減少に転じることが予想されています。

年齢階層別にみると、生産年齢人口は減少傾向にある一方、老年人口は増加

を示しており、今後もこの傾向は続くものと予想されています。また、年少人

口はこれまで増加傾向でしたが、今後は減少していくと予想されています。

※ 令和２（2020）年度までの総数には年齢不明者を含む

資料）令和２（2020）年度までは国勢調査の値、以降は「狛江市人口ビジョン」（平成 28（2016）

年２月推計）の「SimA」の推計値

図 年齢階層別の人口の推移及び将来見通し

（２）住宅総数及び世帯数の推移

平成 30（2018）年の住宅総数は 44,410 戸、世帯数は 40,130 世帯で

あり、平成10（1998）年以降、住宅総数及び世帯数ともに増加傾向にあり

ましたが、住宅総数は平成 30（2018）年は減少しました。なお、一貫して

住宅総数は世帯数を上回っています。

資料）各調査年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 住宅総数及び世帯数の推移
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（３）要介護等認定者数の推移及び将来見通し

令和２（2020）年の要介護等認定者数は 4,283 人であり、平成 30（2018）

年以降増加傾向を示しています。この傾向は、今後とも続くものと予測されて

ます。

※ 各年 10 月１日現在の値

資料）狛江市高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画（令和３（2021）年３月策定）

図 要介護等認定者数の推移

（４）世帯当たりの人員及び高齢者のみが居住する住宅の割合

一世帯当たりの人員は減少傾向を示しています。高齢者（65 歳以上）のみ

が居住する住宅の割合は、平成 25（2013）年まで増加傾向を示していまし

たが、平成 30（2018）年は減少に転じました。

※「高齢者のみが居住する住宅」には、同一敷地内に子どもが居住している場合を除く

資料）各調査年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 世帯当たりの人員及び高齢者のみが居住する住宅の割合
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（５）建築時期別住宅数の推移

狛江市では、平成 30（2018）年において、建築時期が判明している 33,580

戸の住宅のうち、約 2.5 割（24.5％）に該当する 8,230 戸の住宅が旧耐震基

準の適用期間に建てられました。

※１ 建築時期不明の建物は除く

※２ 図中の「～1970」は、昭和 45（1970）年以前に建築の総数

資料）平成３０（2018）年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 建築時期別住宅数の推移

表 耐震基準の適用期間別の住宅数・割合

※ 旧耐震基準：昭和 55（1980）年以前に建築されたものとする

新耐震基準：昭和 56（1981）年以降に建築されたものとする

旧耐震基準 新耐震基準 計

住宅数（戸） 8,230 25,350 33,580

割合（％） 24.5 75.5 100.0
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２ 統計にみる空き家の現状

ここでは、「住宅・土地統計調査」（総務省統計局）による空き家の現状を取

りまとめました。

なお、住宅・土地統計調査での空き家は、空家法による空家等とは定義が異な

ることから、「住宅・土地統計調査」を取り扱う場合、空家法の「空家等」と区

別するため、「空き家」と表記します。

（１）空き家数及び空き家率の推移

狛江市の平成 30（2018）年の空き家数は 4,190 戸、空き家率は 9.4％で

あり、平成 25（2013）年までは空き家数及び空き家率ともに年々増加傾向

を示していましたが、平成 30（2018）年には減少しました。

都内の類似市1との比較では、空き家の増加率（平成 30（2018）年/平成

25（2013）年）は、狛江市のみ減少を示しており、空き家率についても比

較的、低い数字となりました。

1 総務省では、人口規模や産業構造により区分された「類型」のうち、同類型同士を「類似団体」

としていることから、類型（平成 27（2015）年度時点）が狛江市と同じ市を「類似市」とし

た。（狛江市は「小都市」の「Ⅱ-１類型」：＜人口が５万人以上 10 万人未満＞かつ＜一、二次産

業の比率が 95％未満かつ三次産業の比率が 55％以上＞の都市）

＜住宅・土地統計調査における「空き家」の定義＞

・空家法での「空家等」とは異なり、共同住宅等の空室も含む。

・空き家は、「二次的住宅」、「賃貸用の住宅」、「売却用の住宅」、「その他の住宅」

の４種類に分類され、内容は以下のとおりである。

○ 二 次 的 住 宅：別荘、その他（残業等でたまに寝泊りに利用する住宅）

○ 賃貸用の住宅：賃貸のために空き家となっている住宅

○ 売却用の住宅：売却のために空き家となっている住宅

○ その他の住宅：長期にわたって不在の住宅や、建替えのために取り壊し

予定の住宅

＜住宅・土地統計調査における「住宅の建て方」の定義＞

○ 一 戸 建：一つの建物が一住宅であるもの

○ 長 屋 建：二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各住宅が壁を共

通にし、それぞれ別々に外部への出入口をもっているもの

○ 共同住宅：一棟の中に二つ以上の住宅があり、廊下・階段などを共用し

ているものや二つ以上の住宅を重ねて建てたもの（１階が商

店で、２階以上に二つ以上の住宅がある場合も含む。）

○ そ の 他：上記のどれにも当てはまらないもので、例えば、工場や事務

所などの一部が住宅となっているような場合
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※ 空き家率とは、住宅総数に占める空き家の割合

資料）各調査年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 空き家数及び空き家率の推移

※ 類型については、総務省により示されている、人口と産業構造による市町村の類型（平成

27（2015）年度時点）を使用

資料）各調査年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 多摩地域の市等の空き家率及び空き家増加率

表 多摩地域におけるⅡ-１類型市の空き家率及び空き家増加率
空き家率 空き家増加率 空き家増加率

平成30（2018）年 2018年/2013年 2013年/2008年

狛江市 9.4% -18.3% 23.3%

国立市 12.7% 12.3% 7.1%

稲城市 8.8% 7.5% 20.3%

あきる野市 10.1% 0.0% 9.3%

都市名

国立市

狛江市 稲城市

あきる野市

東京都

全国

福生市

東大和市 清瀬市

武蔵村山市

羽村市

武蔵野市

昭島市
小金井市

国分寺市

東久留米市多摩市

青梅市
八王子市

立川市

三鷹市

府中市

調布市

町田市

小平市

日野市

東村山市

西東京市

7.0
8.0
9.0

10.0
11.0
12.0
13.0
14.0
15.0
16.0

2
0
18
年

  
空
き

家
率

（
％

）

-30.0 -20.0 -10.0 0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

空き家増加率（2018年/20013年）（％）

多摩地域の市等の空き家率（2018年）及び空き家増加率（2018年/2013年）

凡 例

●Ⅱ-１類型

■その他の類型
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（２）空き家の種類別の動向

平成 30（2018）年の空き家総数のうち、「賃貸用の住宅」が 78.0％を占

めています。また、平成15（2003）年から平成 30（2018）年までの推移

を見ると、「賃貸用の住宅」の増減の動きが激しく、「（１）空き家数及び空き

家率の推移」の増加率で大きくマイナスを示した要因となっています。

資料）各調査年住宅・土地統計調査（総務省統計局）1

図 空き家の種類別の動向

（３）空き家の建て方の構成比

平成 30（2018）年の空き家総数のうち、約９割弱（87.8％）が長屋建・

共同住宅・その他で占められています。

資料）平成 30（2018）年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 平成 30（2018）年 空き家の建て方の構成比

一戸建の内訳では、他の空き家と比べ管理が不十分になりがちな「その他の

住宅」が全体の 78.4％を占め、次いで「売却用の住宅」の 11.8％の順とな

っています。

また、長屋建・共同住宅・その他の内訳では、全体の 87.8％が「賃貸用の

住宅」で占められており、次いで「その他の住宅」の 11.1％の順となってい

ます。

1注）構成比を示すグラフでは、端数処理の関係上、構成比の合計が 100％にならない場合がある。

20（0.5%）

60（1.2%）

10（0.2%）

110（3.7%）

3,270（78%）

4,370（85.2%）

3,200（76.9%）

1,930（64.8%）

90（2.1%）

100（1.9%）

80（1.9%）

210（7.0%）

810（19.3%）

600（11.7%）

870（20.9%）

730（24.5%）

4,190

5,130

4,160

2,980

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

（戸）

平成30年

（2018年）

平成25年

（2013年）

平成20年

（2008年）

平成15年

（2003年）

空き家の種類別の動向

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅
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資料）平成 30（2018）年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 平成 30（2018）年 空き家の建て方別内訳の構成比

（４）「その他の住宅」の腐朽・破損状況

空き家のうち、「その他の住宅」の腐朽・破損状況は、一戸建では平成 30

（2018）年は全体の 32.5％に相当する 130 戸が「腐朽・破損あり」とな

っていますが、平成 25（2013）年との比較では、7.1%（10 戸）減少しま

した。

長屋建・共同住宅・その他では、平成 30（2018）年は全体の 34.1％に

相当する 140 戸が「腐朽・破損あり」となっています。また、平成 25（2013）

年との比較では 180％（90 戸）増加しました。

資料）各調査年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

図 「その他の住宅」の腐朽・破損状況

10戸（0.3%）

10戸（2.0%）

3,230戸（87.8%）

40戸（7.8%）

30戸（0.8%）

60戸（11.8%）

410戸（11.1%）

400戸（78.4%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長屋建・共同住宅

・その他

一戸建

平成30（2018）年 空き家の建て方別内訳の構成比

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

270戸（67.5%）

210戸（60.0%）

130戸（32.5%）

140戸（40%）

400戸

350戸

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

平成30年
（2018年）

平成25年
（2013年）

その他の住宅の腐朽・破損状況（一戸建）

腐朽・破損なし 腐朽・破損あり  

270戸（65.9%）

200戸（80.0%）

140戸（34.1%）

50戸（20.0%）

410戸

250戸

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

平成30年
（2018年）

平成25年
（2013年）

その他の住宅の腐朽・破損状況（長屋建･共同住宅・その他）

腐朽・破損なし 腐朽・破損あり  
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３ 平成 28（2016）年度空家等実態調査

（１）空家等実態調査の概要

平成28（2016）年度において、市全域を対象に一戸建住宅の空家等実態

調査を実施しました。

調査は、現地調査及びアンケート調査からなり、現地調査は外観目視で二度

実施しました。一巡目の外観目視調査では空家等と思われる建物を抽出し、二

巡目の調査では、一巡目に抽出した空家等と思われる建物に対して、居住の有

無の再確認や、建物の構造や劣化状況等を調査し、空家等候補を抽出しました。

さらに、空家等候補の所有者に対してアンケート調査を実施することで、最

終的な空家等の総数や、建物の状況及び所有者の動向等を把握しました。

（２）空家等実態調査の結果

１）空家等件数及び特定空家等（※）候補件数

平成28（2016）年度現在、狛江市には空家等は218戸あり、そのうち

約２割に相当する44件が特定空家等候補となっています。

表 特定空家等候補及び空家等の戸数

※「居住あり」又は「賃貸等の利用が決定している」等の住宅

図 空家等の確定フロー

空家等候補

310 戸
空家等総数

218 戸

居住あり又は利用決定等

92 戸

・特定空家等候補（44 戸）

・空家等（特定空家等候補を除く）

（174 戸）

外観目視 アンケート調査

内訳

外観目視の結果

（戸数） （戸数） 空家等の内訳（%）

特定空家等候補 64 44 20.2%

空家等（特定空家等候補を除く） 246 174 79.8%

310 218 100.0%

－ 92 －

空家等　計

アンケート調査後

空家等

空家等ではない（※）

※ ＜特定空家等とは＞

空家法第２条第２項により「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理

が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環

境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家

等をいう」と定義されている。
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２）空家等の耐震性

平成28（2016）年度現在、空家等218戸のうち、161戸（約74％）が

旧耐震基準の適用期間に建てられました。

空家等の内訳をみると、特定空家等候補44戸のうち37戸（約84％）が、

また、特定空家等候補を除く174戸のうち124戸（約71％）が旧耐震基準

の適用期間に建てられました。

表 耐震基準の適用期間別の空家等の割合

※ 旧耐震：旧耐震基準（昭和 55（1980）年以前に建築）

新耐震：新耐震基準（昭和 56（1981）年以降に建築）

※ 建築年はアンケートの回答により区分

アンケートが未回答の空家等は、固定資産課税台帳の「建築年月日」を使用

図 耐震基準の適用期間別の空家等の割合

旧耐震
（戸数）

新耐震
（戸数）

不明
（戸数）

計

特定空家等候補 37 6 1 44

空家等（特定空家等候補を除く） 124 50 0 174

161（73.9%） 56（25.7%） 1（0.4%） 218

空家等

計

旧耐震, 37件, 
84.1%

新耐震, 6件, 
13.6%

不明, 1件, 2.3%

旧耐震, 124
件, 71.3%

新耐震, 50件, 
28.7%

特定空家等候補 空家等（特定空家等候補を除く）
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３）地区別の空家等の状況

狛江市では、市内東部及び南部において空家率（※１）が比較的高い結果

となりましたが、北部においても空家率が高い地域があるなど、市の広範囲

に空家等が分布している状況です。

※１ 空家率 ＝ 空家等数（※２）（「平成 28（2016）年度 空家等実態調査」結果）／（一戸

建住宅の世帯数（平成 22（2010）年国勢調査）＋ 空家等数（※２）（「平成

28（2016）年度」 空家等実態調査」結果））

※２ 「空家等数」は、空家等のうち、店舗併用住宅及び共同住宅等を除いた数

図 地区別の空家率

東和泉一丁目元和泉二丁目
元和泉一丁目

中和泉一丁目

中和泉三丁目

中和泉四丁目

西和泉二丁目

西和泉一丁目

中和泉二丁目

和泉本町三丁目

和泉本町四丁目

中和泉五丁目 和泉本町二丁目

和泉本町一丁目

西野川三丁目

西野川二丁目

西野川四丁目
西野川一丁目

東野川三丁目

東野川二丁目 東野川四丁目

東野川一丁目

岩戸北二丁目

岩戸北一丁目

岩戸北四丁目

岩戸北三丁目

岩戸南一丁目
岩戸南二丁目

東和泉二丁目

元和泉三丁目

東和泉四丁目

東和泉三丁目
猪方三丁目

猪方四丁目

猪方二丁目

猪方一丁目

岩戸南三丁目

岩戸南四丁目

駒井町二丁目

駒井町一丁目

駒井町三丁目
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４）アンケート調査

11ページに示すとおり、現地調査により抽出した空家等候補310件の所

有者に対して、所有者の実態と意向等を把握するため、アンケート調査を実

施しました。以下に主な設問内容及び結果を示します。12

① 空家等となった理由

空家等になった理由については、「居住者が高齢となり、亡くなったま

たは介護施設等へ入所したため」が50％と最も高く、次いで「賃借人が退

去したため」が約17％となっています。

1注）割合を示す表・グラフは、端数処理の関係上、割合の合計が 100％にならない場合がある。

2複数回答の表・グラフは、各回答の割合を合計しても 100％にはならない。

（１）居住者が高齢となり、マンション

等へ転居したため, 5件, 6.0%

（２）居住者が高齢となり、子ども

世帯と別の住宅で暮らすため, 
7件, 8.3%

（３）居住者が高齢となり、亡

くなったまたは介護施設等

へ入所したため, 
42件, 50.0%

（４）居住者が増えた等、暮らしに変化

が生じて転居したため, 4件, 4.8%

（５）転勤や入院等で一時的に

転居しているため, 3件, 3.6%

（７）賃借人が退去したため, 
14件, 16.7%

（８）その他, 8件, 9.5%

未回答, 1件, 1.2%

選択項目 回答数 割合

（１）居住者が高齢となり、マンション等へ転居したため 5 6.0%

（２）居住者が高齢となり、子ども世帯と別の住宅で暮らすため 7 8.3%

（３）居住者が高齢となり、亡くなったまたは介護施設等へ入所したため 42 50.0%

（４）居住者が増えた等、暮らしに変化が生じて転居したため 4 4.8%

（５）転勤や入院等で一時的に転居しているため 3 3.6%

（６）住宅を購入し所有したが、転入しなかったため 0 0.0%

（７）賃借人が退去したため 14 16.7%

（８）その他 8 9.5%

未回答 1 1.2%

合計 84
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② 空家等の期間

空家等の期間については、「３年以上10年未満」が約37％と最も高く、

次いで「１年以上３年未満」が約32％、「10年以上」が約14％となり、

空家等の期間が長い建物が多い結果となりました。

③ 空家等の管理方法

空家等の管理方法としては、回答者の約93％が、「所有者または家族等

が管理している」結果となりました。

（１）所有者または家族

等が管理している

78件, 92.9%

（２）近隣の方や自治会

等に管理を依頼している

1件, 1.2%

（３）管理業者に管理を委託

している, 2件, 2.4%

（４）管理していない, 2件, 2.4%

未回答, 1件, 1.2%

選択項目 回答数 割合

（１）所有者または家族等が管理している 78 92.9%

（２）近隣の方や自治会等に管理を依頼している 1 1.2%

（３）管理業者に管理を委託している 2 2.4%

（４）管理していない 2 2.4%

（５）その他 0 0.0%

未回答 1 1.2%

合計 84

（１）半年未満, 2件, 2.4%

（２）半年以上１年未満、

8件, 9.5%

（３）１年以上

３年未満

27件, 32.1%
（４）３年以上

10年未満

31件, 36.9%

（５）10年以上

12件, 14.3%

不明, 4件, 4.8%

選択項目 回答数 割合

（１）半年未満 2 2.4%

（２）半年以上１年未満 8 9.5%

（３）１年以上３年未満 27 32.1%

（４）３年以上10年未満 31 36.9%

（５）10年以上 12 14.3%

不明 4 4.8%

合計 84
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④ 今後の利用（複数回答）

空家の今後の利用については、「売却して処分したい」が37件と最も多

く、次いで「賃貸物件として利用したい」が20件となりました。

また、「建物を取り壊し、更地にしたい」という方、「地域や市役所で利

用してもらってもよい」という公共としての利活用を考えている方も一定

数いる結果となりました。

20 

37 

11 

9 

11 

8 

2 

0 

15 

1 

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件

（１）賃貸物件として利用したい

（２）売却して処分したい

（３）家族や親戚と住むための住居としたい

（４）物置等として利用したい

（５）建物を取り壊し、更地にしたい

（６）地域や市役所で利用してもらってもよい

（７）特に利用したいと思わない

（８）市に寄付をしたい

（９）その他

未回答

選択項目 回答数 割合

（１）賃貸物件として利用したい 20 24.1%

（２）売却して処分したい 37 44.6%

（３）家族や親戚と住むための住居としたい 11 13.3%

（４）物置等として利用したい 9 10.8%

（５）建物を取り壊し、更地にしたい 11 13.3%

（６）地域や市役所で利用してもらってもよい 8 9.6%

（７）特に利用したいと思わない 2 2.4%

（８）市に寄付をしたい 0 0.0%

（９）その他 15 18.1%

回答者数 83

未回答 1

合計 84



17

⑤ 空家等で困っていること（複数回答）

空家等で困っていることについては、「不審者による放火や不法侵入等

が心配である」が20件と多くなっています。

全体的にみると、日々の空家等の管理に関する不安が多い傾向がみられ

ます。

ただし、「未回答」が24件と最も多く、今後とも調査・分析を継続する

必要性がうかがえます。

選択項目 回答数 割合

（１）借り手や買い手がなかなか見つからない 11 18.3%

（２）定期的な管理や手入れが、なかなかできない 11 18.3%

（３）売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない 11 18.3%

（４）居住したくても、リフォーム費用などの資金が用意できない 4 6.7%

（５）売却したくても、解体費などの資金が用意できない 5 8.3%

（６）売却や改築等したいが、土地の建築条件が悪い 6 10.0%

（７）売却等したいが、相続問題等で所有者や管理する者同士で決定できない 5 8.3%

（８）売却や賃貸、リフォーム、相続など、相談する所がわからない 6 10.0%

（９）不審者による放火や不法侵入等が心配である 20 33.3%

（10）建物や塀が老朽化しており、倒壊しないか心配である 7 11.7%

（11）特に困っていることはない 13 21.7%

（12）その他 7 11.7%

回答者数 60

未回答 24

合計 84

11 

11 

11 
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6 

5 

6 

20 

7 

13 

7 

24 

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件

（１）借り手や買い手がなかなか見つからない

（２）定期的な管理や手入れが、なかなかできない

（３）売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない

（４）居住したくても、リフォーム費用などの資金が用意できない

（５）売却したくても、解体費などの資金が用意できない

（６）売却や改築等したいが、土地の建築条件が悪い

（７）売却等したいが、相続問題等で所有者や管理する者同士で決定できない

（８）売却や賃貸、リフォーム、相続など、相談する所がわからない

（９）不審者による放火や不法侵入等が心配である

（10）建物や塀が老朽化しており、倒壊しないか心配である

（11）特に困っていることはない

（12）その他

未回答
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⑥ 利用したい支援（複数回答）

利用したい支援では、「未回答」や「特に利用したい支援はない」が多

くみられました。

また、「空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等の情報提供」

や「空家管理についての市の相談窓口」という回答が一定数得られました。

選択項目 回答数 割合

（１）住宅の管理を行う業者やNPO法人等の情報の提供 5 9.8%

（２）空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等をまとめた情報の提供 11 21.6%

（３）庭木の剪定等を行う業者の紹介 8 15.7%

（４）空家管理についての市の相談窓口 11 21.6%

（５）空家を利活用したい方への情報提供（空家バンクへの登録等） 5 9.8%

（６）不動産業、法律等の専門家で構成する総合的な相談窓口 7 13.7%

（７）不動産団体や家財整理を行うNPO法人等の斡旋、紹介 2 3.9%

（８）金融機関が行う空家解体費の融資制度等の情報の提供 4 7.8%

（９）特に利用したい支援はない 23 45.1%

（10）その他 2 3.9%

回答者数 51

未回答 33

合計 84
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（１）住宅の管理を行う業者やNPO法人等の情報の提供

（２）空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等をまとめた情報の提供

（３）庭木の剪定等を行う業者の紹介

（４）空家管理についての市の相談窓口

（５）空家を利活用したい方への情報提供（空家バンクへの登録等）

（６）不動産業、法律等の専門家で構成する総合的な相談窓口

（７）不動産団体や家財整理を行うNPO法人等の斡旋、紹介

（８）金融機関が行う空家解体費の融資制度等の情報の提供

（９）特に利用したい支援はない

（10）その他

未回答



19

４ 平成 29（2017）年度所有者アンケート調査

（１）所有者アンケート調査の概要

平成29（2017）年７月から８月にかけて市全域を対象に、一戸建住宅の

空家等所有者及び共同住宅の所有者等に対して、空家等に関する調査を実施し

ました。

アンケート調査の対象は、一戸建住宅については、平成28（2016）年度

空家等実態調査における空家等及び市民からの情報提供等により新たに空家

等であると思われる住宅としています。共同住宅については、分譲マンション

の管理組合又は管理会社及び賃貸住宅の所有者を対象としています。

アンケート内容は、一戸建住宅については空家等の管理状況や所有者の意向

等としています。また、共同住宅については、空室の状況や所有者の意向等の

設問に加えて、公益的な利活用に資する設問を設けています。

表 アンケート調査の概要（１/２）

表 アンケート調査の概要（２/２）

※１ 平成28（2016）年度空家等実態調査におけるアンケートの未回答者及び市民からの

情報提供等により新たに空家等であると思われる住宅の所有者

※２ 平成28（2016）年度空家等実態調査におけるアンケートの回答者

対象区分
アンケート

対象者

対象

建物

（件）

アンケートの目的

回収

結果

（件）

回収率

（％）

一

戸

建

住

宅

平成 28（2016）

年度調査未回答者

（※１）

空家等

所有者
134

･空家等の実態把握、

意向確認
20 14.9

平成 28（2016）

年度調査回答者

（※２）

空家等

所有者
71

･空家等の実態把握、

意向確認

･状況変化の確認

40 56.3

計 205 60 29.3

共

同

住

宅

分譲マンション
管理組合／

管理会社等
112

･空室の実態把握

･空室の利活用の意向確認
25 22.3

賃貸住宅
賃貸住宅

所有者
3,123

･空室の実態把握

･空室の利活用の意向確認
956 30.6

調査対象：

○一戸建住宅

・平成 28（2016）年度空家等実態調査における空家等及び市民からの

情報提供等により新たに空家等であると思われる住宅

○共 同 住 宅

・分譲マンション

・賃貸住宅

調査方法：郵送

調査期間：平成 29（2017）年７月から８月
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（２）所有者アンケート調査の結果

１）一戸建住宅

① 空家等となった理由12

前回のアンケート調査と同様に、「居住者が高齢となり、亡くなったまた

は介護施設等へ入所したため」という回答が全体の45％を占め、次いで「賃

借人が退去したため」の約17％、「その他」の約13％の順となっていま

す。

1注）割合を示す表・グラフは、端数処理の関係上、割合の合計が 100％にならない場合がある。
2 複数回答の表・グラフは、各回答の割合を合計しても 100％にはならない。

（その他の内容）：介護等のため両親宅に同居等

（１）居住者が高齢となり、マンション等へ転居したため, 2件, 3.3%
（２）居住者が高齢となり、子ども世帯

と別の住宅で暮らすため, 5件, 8.3%

（３）居住者が高齢とな

り、亡くなったまたは介

護施設等へ入所したた

め, 27件, 45.0%

（４）居住者が増えた等、暮らしに変化が生じて転居したため,
2件, 3.3%

（５）転勤や入院等で一時的に転居しているため,
2件, 3.3%

（６）住宅を購入し所有した

が、転入しなかったため, 
1件, 1.7%

（７）賃借人が退去したため, 
10件, 16.7%

（８）その他,
8件, 13.3%

未回答, 3件, 5.0%

選択項目 回答数 割合

(１)居住者が高齢となり、マンション等へ転居したため 2 3.3%

(２)居住者が高齢となり、子ども世帯と別の住宅で暮らすため 5 8.3%

(３)居住者が高齢となり、亡くなったまたは介護施設等へ入所したため 27 45.0%

(４)居住者が増えた等、暮らしに変化が生じて転居したため 2 3.3%

(５)転勤や入院等で一時的に転居しているため 2 3.3%

(６)住宅を購入し所有したが、転入しなかったため 1 1.7%

(７)賃借人が退去したため 10 16.7%

(８)その他 8 13.3%

未回答 3 5.0%

合計 60
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② 空家等の期間

空家等の期間については「３年以上10年未満」が約38％と最も高く、

次いで「１年以上３年未満」の約23％、「10年以上」及び「未回答」が

ともに約13％の順となり、前回のアンケート調査と同様に、空家等の期間

が比較的長い建物が多い結果となりました。

③ 空家等の管理方法

前回のアンケート調査と同様に、「所有者または家族等が管理している」

が約87%と回答のほとんどを占める結果となりました。

（その他の内容）

成年後見人が管理、庭の剪定のみ業者を利用

（１）１年未満, 
7件, 11.7%

（２）１年以上

３年未満, 14件, 23.3%

（３）３年以上10年未満, 
23件, 38.3%

（４）10年以上,
8件, 13.3%

未回答, 
8件, 13.3%

選択項目 回答数 割合

（１）１年未満 7 11.7%

（２）１年以上３年未満 14 23.3%

（３）３年以上10年未満 23 38.3%

（４）10年以上 8 13.3%

（５）不明 0 0.0%

未回答 8 13.3%

合計 60

（１）所有者または家族等が管理している, 
52件, 86.7%

（３）管理業者に管理を委

託している, 
1件, 1.7%

（４）管理していない,
2件, 3.3%

（５）その他,2件, 3.3% 未回答,3件, 5.0%

選択項目 回答数 割合

（１）所有者または家族等が管理している 52 86.7%

（２）近隣の方や自治会等に管理を依頼している 0 0.0%

（３）管理業者に管理を委託している 1 1.7%

（４）管理していない 2 3.3%

（５）その他 2 3.3%

未回答 3 5.0%

合計 60
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④ 今後の利用（複数回答）

空家の今後の利用については、「売却して処分したい」が約42％と最も

高く、次いで「家族や親戚と住むための住居としたい」が約31％となって

います。

一方、「建物を取り壊し、更地にしたい」という方や、「地域や市役所で

利用してもらってもよい」という公益的な利活用を考えている方もみられ

ました。

⑤ 空家等で困っていること

空家等で困っていることについては、「困っていることがある」が55％、

「特に困っていることはない」は約32％となっています。

困っていることの内訳をみると、「不審者による放火や不法侵入等が心

配である」が約46％と最も高くなっています。その他、「定期的な管理や

手入れが、なかなかできない」、「売却や賃貸したくても、家財の整理が

なかなかできない」が多くを占める結果となりました。

（その他の内容）：成年後見人が管理、家族と相談中、短期賃貸等

選択項目 回答数 割合

（１）賃貸物件として利用したい 10 19.2%

（２）売却して処分したい 22 42.3%

（３）家族や親戚と住むための住居としたい 16 30.8%

（４）物置等として利用したい 6 11.5%

（５）建物を取り壊し、更地にしたい 1 1.9%

（６）地域や市役所で利用してもらってもよい 3 5.8%

（７）特に利用したいと思わない 6 11.5%

（８）市に寄付したい 0 0.0%

（９）その他 10 19.2%

回答者数 52

未回答 8

合計 60
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（１）賃貸物件として利用したい

（２）売却して処分したい

（３）家族や親戚と住むための住居としたい

（４）物置等として利用したい

（５）建物を取り壊し、更地にしたい

（６）地域や市役所で利用してもらってもよい

（７）特に利用したいと思わない

（８）市に寄付したい

（９）その他
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選択項目 回答数 割合

（１）借り手や買い手がなかなか見つからない 3 9.1%

（２）定期的な管理や手入れが、なかなかできない 10 30.3%

（３）売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない 10 30.3%

（４）居住したくても、リフォーム費用などの資金が用意できない 2 6.1%

（５）売却したくても、解体費などの資金が用意できない 3 9.1%

（６）売却や改築等したいが、土地の建築条件が悪い 4 12.1%

（７）売却等したいが、相続問題等で所有者や管理する者同士で決定できない 0 0.0%

（８）売却や賃貸、リフォーム、相続など、相談する所がわからない 4 12.1%

（９）不審者による放火や不法侵入等が心配である 15 45.5%

（10）建物や塀が老朽化しており、倒壊しないか心配である 8 24.2%

（11）その他 5 15.2%

回答者数 33

（１）困っていること

がある, 
33件, 55.0%

（２）特に困って

いることはない, 
19件, 31.7%

未回答, 
8件, 13.3%

（その他の内容）

所有者が認知症、雑草の繁茂、不法投棄、後見人がいない等

【困っていることの内訳】（複数回答）

選択項目 回答数 割合

（１）困っていることがある 33 55.0%

（２）特に困っていることはない 19 31.7%

未回答 8 13.3%

合計 60
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（１）借り手や買い手がなかなか見つからない

（２）定期的な管理や手入れが、なかなかできない

（３）売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない

（４）居住したくても、リフォーム費用などの資金が用意できない

（５）売却したくても、解体費などの資金が用意できない

（６）売却や改築等したいが、土地の建築条件が悪い

（７）売却等したいが、相続問題等で所有者や管理する者同士で決定できない

（８）売却や賃貸、リフォーム、相続など、相談する所がわからない

（９）不審者による放火や不法侵入等が心配である

（10）建物や塀が老朽化しており、倒壊しないか心配である

（11）その他
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⑥ 利用したい支援

利用したい支援については、「利用したい支援がある」が約43％、「特

に利用したい支援はない」は35％となっています。

利用したい支援の内訳をみると、「空家管理のチェック項目やご近所への

配慮事項等をまとめた情報の提供」や「庭木の剪定等を行う業者の紹介」

が多い結果となりました。

また、その他の情報提供や相談窓口に関する需要も一定数あることもわ

かりました。

【利用したい支援の内訳】（複数回答）

（１）利用したい支援

がある, 
26件, 43.3%

（２）特に利用したい

支援はない, 
21件, 35.0%

未回答, 
13件, 21.7%選択項目 回答数 割合

（１）利用したい支援がある 26 43.3%

（２）特に利用したい支援はない 21 35.0%

未回答 13 21.7%

合計 60

選択項目 回答数 割合

（１）住宅の管理を行う業者やNPO法人等の情報の提供 0 0.0%

（２）空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等をまとめた情報の提供 10 38.5%

（３）庭木の剪定等を行う業者の紹介 8 30.8%

（４）空家管理についての市の相談窓口 5 19.2%

（５）木造住宅耐震アドバイザー制度（簡易耐震診断制度） 2 7.7%

（６）空家を利活用したい方への情報提供（空き家バンクへの登録等） 1 3.8%

（７）不動産業、法律等の専門家で構成する総合的な相談窓口 5 19.2%

（８）不動産団体や家財整理を行うNPO法人等の斡旋、紹介 5 19.2%

（９）金融機関が行う空家解体費の融資制度等の情報提供 3 11.5%

（10）国、東京都が行う賃貸利用のための改修費補助等の情報提供 6 23.1%

（11）その他 1 3.8%

回答者数 26
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（１）住宅の管理を行う業者やNPO法人等の情報の提供

（２）空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等をまとめた情報の提供

（３）庭木の剪定等を行う業者の紹介

（４）空家管理についての市の相談窓口

（５）木造住宅耐震アドバイザー制度（簡易耐震診断制度）

（６）空家を利活用したい方への情報提供（空き家バンクへの登録等）

（７）不動産業、法律等の専門家で構成する総合的な相談窓口

（８）不動産団体や家財整理を行うNPO法人等の斡旋、紹介

（９）金融機関が行う空家解体費の融資制度等の情報提供

（10）国、東京都が行う賃貸利用のための改修費補助等の情報提供

（11）その他
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２）共同住宅（分譲マンション）

① 空室数等

回答のあった分譲マンション25件の総戸数3,286戸のうち、65戸が空

室となっており、空室率（空室/全戸数）は約２％という結果となりました。

分譲マンション数でみると、全25件のうち、空室のない分譲マンション

の割合は72％、空室のある分譲マンションは24％となっています。また、

１件当たりの空室数では、10戸以上空室のある分譲マンションは12％で

した。

② 空室の期間

空室の期間は１年未満の割合が約31%と最も高くなっています。

一方、３年以上空室となっている割合も約25%あり、比較的長い期間空

室となっている物件も一定数ある結果となりました。

その他、空室期間が不明なものの割合は約36％と比較的高いことから、

管理組合では実態把握が難しいことが推察されます。

（１）０戸, 
18件, 72.0%

（２）１～４戸, 
2件, 8.0%

（３）５～９戸, 
1件, 4.0%

（４）10戸以上,
3件, 12.0%

未回答, 1件, 4.0%

（１）１年未満, 
18戸, 30.5%

（２）１年以上３年未満,
5戸, 8.5%

（３）３年以上

10年未満, 
10戸, 16.9%

（４）10年以上,
5戸, 8.5%

（５）不明, 
21戸, 35.6%

全戸数 3,286 戸

空室数 65 戸

空室率 2.0 ％

空室数 回答数 割合

（１）０戸 18 72.0%

（２）１～４戸 2 8.0%

（３）５～９戸 1 4.0%

（４）10戸以上 3 12.0%

未回答 1 4.0%

合計 25

空室となっている期間 戸数 割合

（１）１年未満 18 30.5%

（２）１年以上３年未満 5 8.5%

（３）３年以上10年未満 10 16.9%

（４）10年以上 5 8.5%

（５）不明 21 35.6%

合計 59
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以降の回答は空室のある分譲マンションが対象

③ 住居以外の使用

住居以外の使用については、すべての回答者が「住居以外の用途に使用

することはできない」と回答しています。

④ 空室で困っていること

空室で困っていることについては、「困っていることがある」が50％、

「特になし」も同様に50％の結果となりました。

困っていることでは、「空室の区分所有者が管理に非協力的である」こと

や「空室の区分所有者の組合活動への参加が少ない」ことが挙げられてい

ます。

【困っていることの内訳】（複数回答）

（１）困っている

ことがある, 
3件, 50.0%

（２）特になし,
3件, 50.0%

選択項目 回答数 割合

（１）住居以外の用途に使用することが可能 0 0.0%

（２）住居以外の用途に使用することはできない 6 100.0%

未回答 0 0.0%

合計 6

選択項目 回答数 割合

（１）空室の区分所有者が管理に非協力的である 3 100.0%

（２）空室の区分所有者による管理費・修繕積立金の滞納が多い 0 0.0%

（３）空室の区分所有者の組合活動への参加が少ない 3 100.0%

（４）その他、困っていることがある 0 0.0%

回答者数 3

選択項目 回答数 割合

（１）困っていることがある 3 50.0%

（２）特になし 3 50.0%

未回答 0 0.0%

合計 6

3

0

3

0

0件 1件 2件 3件 4件 5件

（１）空室の区分所有者が管理に非協力的である

（２）空室の区分所有者による管理費・修繕積立金の滞納が多い

（３）空室の区分所有者の組合活動への参加が少ない

（４）その他、困っていることがある
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⑤ 必要な支援

必要な支援については、「特に必要ない」が多数であり、管理組合では、

あまり支援の必要性を感じていないことがうかがえます。

（必要な支援の内容）：転居先解明への支援等

（１）特に必要ない, 

4件, 66.7%

（２）必要と

考えられる

支援がある,

1件, 16.7%

未回答, 

1件, 16.7%選択項目 回答数 割合

（１）特に必要ない 4 66.7%

（２）必要と考えられる支援がある 1 16.7%

未回答 1 16.7%

合計 6
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３）共同住宅（賃貸住宅）

① 空室数等

回答のあった賃貸住宅956件を戸数でみると、全6,408戸のうち、714

戸が空室となっており、空室率（空室/全戸数）は約11％という結果とな

りました。

賃貸住宅数でみると、回答があった956件のうち、空室のない賃貸住宅

の割合は約59％、空室のある賃貸住宅は約32％となっています。

また、空室のある賃貸住宅では、「１～４戸」の空室が最も多い結果と

なりました。

② 空室の期間

空室の期間は１年未満の割合が約46%と最も高くなっています。

一方、３年以上空室となっている割合も約16%あることから、空室の期

間が比較的長い物件も一定数ある結果となりました。

全戸数 6,408 戸

空室数 714 戸

空室率 11.1 ％

空室数 回答数 割合

（１）０戸 565 59.1%

（２）１～４戸 279 29.2%

（３）５～９戸 23 2.4%

（４）10戸以上 8 0.8%

未回答 81 8.5%

合計 956

（１）０戸,

565件, 59.1%

（２）１～４戸, 

279件, 29.2%

（３）５～９戸, 

23件, 2.4%

（４）10戸以上,

8件, 0.8%

未回答,

81件,

8.5%

（１）１年未満, 

325戸, 45.5%

（２）１年以上

３年未満, 

159戸, 22.3%

（３）３年以上

10年未満, 

75戸, 10.5%

（４）10年以上,

39戸, 5.5%

（５）不明,

3戸, 0.4%

未回答, 113戸, 15.8%

空室となっている期間 戸数 割合

（１）１年未満 325 45.5%

（２）１年以上３年未満 159 22.3%

（３）３年以上10年未満 75 10.5%

（４）10年以上 39 5.5%

（５）不明 3 0.4%

未回答 113 15.8%

合計 714
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以降の回答は空室のある賃貸住宅が対象

③ 入居条件

入居条件を設けていない賃貸住宅は、全体の約71％を占めています。

一方、条件を設けている住宅の割合も約24％あり、条件の中には、ペッ

トを不可とするケースの他、高齢者や外国人を不可とするケースや、女性

のみを可とするケースもみられます。

④ 空室で困っていること

空室で困っていることについては、「困っていることがある」が約57％、

「特になし」は約34％の結果となりました。

空室で困っていることについては、「賃貸したいが、賃貸相手がなかなか

見つからない」が約83％と最も高くなっています。

賃貸相手が見つからないことで困っている所有者が多くいる一方、特に

困っていない所有者も一定数いることがわかりました。

【困っていることの内訳】（複数回答）

（その他、困っていることの内容）

改修費用が出せない、近隣の賃貸物件増加、建物の維持管理の問題、高リスク入居者への対応ができない、

賃料の低下等

（入居条件の内容）

ペット不可、外国人不可、学生のみ、楽器不可、

管理会社に一任、高齢者不可、女性のみ、

単身者のみ等

選択項目 回答数 割合

（１）入居条件は特にない 220 71.0%

（２）入居条件はある 74 23.9%

未回答 16 5.2%

合計 310 （１）入居条件

は特にない, 

220件, 71.0%

（２）入居条件

はある, 

74件, 23.9%

未回答,16件, 5.2%

選択項目 回答数 割合

（１）困っていることがある 176 56.8%

（２）特になし 106 34.2%

未回答 28 9.0%

合計 310

（１）困っているこ

とがある, 

176件, 56.8%

（２）特になし, 

106件, 34.2%

未回答, 28件, 9.0%

146

17

38

0件 50件 100件 150件

（１）賃貸したいが、賃貸相手がなかなか見つからない

（２）住戸を改修して早期契約に繋げたいが、改修費用などの資金が用意できない

（３）その他、困っていることがある

選択項目 回答数 割合

（１）賃貸したいが、賃貸相手がなかなか見つからない 146 83.0%

（２）住戸を改修して早期契約に繋げたいが、改修費用などの資金が用意できない 17 9.7%

（３）その他、困っていることがある 38 21.6%

回答者数 176
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⑤ 空室の今後の利用

空室の今後の利用については、「今後とも、民間への賃貸物件として利用

する」が、全体の約66％を占めています。

公益的な目的で利用してもらってもよいと考えている所有者は、条件付

も含めると全体の約11％という結果となりました。

⑥ 必要な支援

必要な支援については、「特に必要ない」が約57％を占めており、この

ことから、多くの所有者が支援の必要性を感じていないことがうかがえま

す。

（１）今後とも、民

間への賃貸物件

として利用する, 

205件, 66.1%

（２）地域活動や公共

サービスの目的で利

用してもらってもよい, 

10件, 3.2%

（３）条件次第で

は、地域活動や

公共サービスの

目的で利用しても

らってもよい, 

24件, 7.7%

（４）その他,

22件, 7.1% 未回答,

49件, 

15.8%

選択項目 回答数 割合

（１）今後とも、民間への賃貸物件として利用する 205 66.1%

（２）地域活動や公共サービスの目的で利用してもらってもよい 10 3.2%

（３）条件次第では、地域活動や公共サービスの目的で利用してもらってもよい 24 7.7%

（４）その他 22 7.1%

未回答 49 15.8%

合計 310

（１）特に必要

ない, 

176件, 56.8%

（２）必要と考えら

れる支援がある, 

56件, 18.1%

未回答, 

78件, 25.2%
選択項目 回答数 割合

（１）特に必要ない 176 56.8%

（２）必要と考えられる支援がある 56 18.1%

未回答 78 25.2%

合計 310
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５ 令和３（2021）年度空家等実態調査

（１）空家等実態調査の概要

令和３（2021）年度において、市全域を対象に住宅の空家等実態調査を実

施しました。平成28（2016）年度調査から５年が経過し、新規の空家等の

把握を目的として実施しているため、前回調査で実施したアンケート調査等は

実施しておりません。

調査は、水道閉栓データ・電力契約データ・平成28年度調査をベースとし

随時更新してきた空家等台帳に基づいた机上調査より対象建築物を抽出した

上で、現地調査を行いました。現地調査は外観目視により、劣化度も含め判定

を行いました。

（２）空家等実態調査の結果

１）空家等件数及び特定空家等候補件数

令和３（2021）年度実態調査によると、狛江市には空家等は267件あり、

そのうち約１割（9.7%）に相当する26件が特定空家等候補となっています。

表 特定空家等候補及び空家等の件数

２）５年間の空家等の推移

平成 28（2018）年度調査では 218 件あった空家等のうち、５年間で

115 件が解消され、令和３（2021）年度調査でも空家等であったのは約半

数弱の 103 件でした。これに５年間で増えた空家等を足して計 267 件とな

りました。

このことから、空家等は単に増加が積み重なっているのではなく、新陳代

謝をしながら、結果、増加したことが分かりました。

図 ５年間の変化

外観目視の結果

（件数）

空家等の

内訳（％）

空家等
特定空家等候補 26 9.7%

空家等（特定空家等候補を除く） 241 90.3%

空家等 計 267 100.0%
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３）地区別の空家等の状況

市内中央部において空家率（※）が比較的高い結果となりましたが、空家

率が突出しているわけではなく、市の広範囲に空家等が分布している状況で

す。これは平成28（2016）年度の結果傾向と変化はありません。

※ 空家率 ＝ 空家等総数のうち戸建住宅（実態調査結果）／

（戸建住宅の世帯数（平成 27 年国勢調査）＋空家等総数のうち戸建住宅（実態調査結果））

図 地区別の空家率（令和３（2021）年度）
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６ 空家等に関する市民等からの苦情・要望等

市に寄せられた空家等に関する市民等からの苦情・要望等を整理しました。

苦情は主に草木の繁茂や害虫に関するものであり、市の対応としては、空家等

の所有者等に対して改善するよう通知を行っています。そのうち、特定空家等に

対しては、空家法及び空家条例に基づき、助言・指導・勧告（固定資産税等の住

宅用地特定の対象からの除外を含む）・命令・氏名の公表等の措置等を行い、強

く改善を促しています。

また、空家等の利活用に関する要望・問い合わせも年々増加し、それに応える

形で、空き家バンクや空家等利活用募集チラシの配布（43ページ参照）を開始

しました。

表 空家等に関する市民等からの苦情・要望等

苦情・要望区分 苦情・要望内容 対応内容 対応課 問題点

市民等からの

苦情

樹木の繁茂に関する苦情

・現地確認の上、空家

等の所有者に通知等

・特定空家等認定や措

置等の参考情報とす

る

・まちづくり推進

課（特定空家等候

補・特定空家等）

・環境政策課

・苦情が非常に多いあ

・改善の依頼に対して

対応しない所有者

がいる

・所有者等の有効な連

絡先が特定できず、

効果的な対応がで

きない場合がある

害獣・害虫に関する苦情

空家等の破損に関する苦情

ゴミに関する苦情 ・まちづくり推進

課（特定空家等候

補・特定空家等）

・環境政策課

・清掃課蜂の巣についての苦情

市民等からの

要望

住居用に低家賃で空家等を

借りたい

・狛江市空き家バンク

の紹介

・まちづくり推進

課

・登録件数が少ない

団体・企業から

の要望

事業用に低家賃で空家等を

借りたい

・空き家バンクの紹介

・団体等が作成の空家

等利活用募集チラシ

の空家等所有者への

個別送付

・まちづくり推進

課

・福祉政策課

・地域活性課

町会・自治会

からの要望

空家等の増加が防犯上問題

となるので、対応してほし

い

・具体的な個別空家等

として上記と同様の

対応

・まちづくり推進

課（特定空家等候

補・特定空家等）

・環境政策課

・清掃課

－

（個別空家等として

は上記と同様）
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７ 狛江市における空家等の現状と課題の整理

これまでの統計分析や実態調査等から、狛江市における空家等の現状と課題に

ついて整理しました。

■現 状

（１）統計分析

（２）平成 28（2016）年度空家等実態調査

① 将来は人口減少が予想される。

② 少子高齢化が進行する。

③ 世帯当たりの人員は減少傾向にある。

④ 住宅総数は世帯数を上回る。

⑤ 高齢者のみ居住する住宅の割合は平成 25（2013）年までは増加が

続いていたが、平成 30（2018）には減少した。

⑥ 空き家率は平成 25（2013）年までは増加が続いていたが、平成 30

（2018）には減少した。全国・東京都に比べ低い傾向である。

⑦ 管理が不十分になりがちな「その他の住宅」は、空き家一戸建の約 78％

を占め、そのうちの約 33％は腐朽・破損状態にある。

① 空家等の約 74％は旧耐震基準の適用期間に建築された。

② 空家等の約 20％は特定空家等候補である。

③ 空家等になった最も多い理由は、「居住者が高齢となり、亡くなったま

たは介護施設等へ入所したため」である。

④ 空家等の期間は、３年以上が全体の約 51％を占める。

⑤ 空家等の今後の利用について、「売却して処分したい」や「賃貸物件と

して利用したい」所有者が多い。

⑥ 空家等で困っていることは、「不審者による放火や不法侵入等が心配で

ある」が最も多く、次いで「借り手や買い手がなかなか見つからない」、

「定期的な管理や手入れが、なかなかできない」、「売却や賃貸したく

ても、家財の整理がなかなかできない」の順に多い。
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（３）平成 29（2017）年度所有者アンケート調査

１）一戸建住宅

２）共同住宅（分譲マンション）

３）共同住宅（賃貸住宅）

（４）令和３（2021）年度空家等実態調査

① 空家等になった最も多い理由は、「居住者が高齢となり、亡くなったま

たは介護施設等へ入所したため」である。

② 空家等の期間は、３年以上が全体の約 52％を占める。

③ 空家等の今後の利用については、「売却して処分したい」や「家族や親

戚と住むための住居としたい」所有者が多い。

④ 空家等で困っていることは、「不審者による放火や不法侵入等が心配で

ある」が最も多く、次いで「定期的な管理や手入れが、なかなかでき

ない」、「売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない」の

順に多い。

⑤ 利用したい支援では、「空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項

等をまとめた情報の提供」や「庭木の剪定等を行う業者の紹介」等が

多く、情報提供や相談窓口に関する需要もある。

⑥ 平成 28（2016）年度のアンケート調査結果とほぼ同様の傾向が読

み取れる。

① 空室の期間は、３年以上が全体の約 16％である。

② 借り手が見つからず困っている所有者が、困っていることがある回答

者の約 83％を占める。

③ 公益的な目的で利用してもらってもよいと考えている所有者は、条件

付を含めると全体の約 11％である。

① 空室の期間は、３年以上が全体の約 25％である。

② 空室のある全ての分譲マンションは、空室を住居以外の用途に使用す

ることはできない。

① 空家等の約 10％は特定空家等候補である。

② 空家率は、市内中央部で比較的高い結果となったが、突出しているわ

けでなく、比較的偏りなく分布している。

③ ５年で約半数の空家等が解消され、全体では約２割程度、空家等が増

えた。
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（５）空家等に関する市民からの苦情・要望等

（６）その他、空家等に関する実態等

■課題の整理

空家等は増加していくと予想しており、空家等実態調査（令和３（2021）年

度）により、直近の５年間で空家等が増加していることが確認されました。ただ

し、この内の半数以上はこの５年間で増えたものであることから、適切な管理方

法の周知、啓発、支援、中古住宅の流通や他の用途を含めた利活用を図ることに

より、改善を促進することができると思われます。また、現に存在する空家等へ

の対策だけではなく、これから発生する空家等を抑制することも重要であると考

えられます。

また、空家等実態調査（平成 28（2016）年度）や所有者アンケート調査（平

成 29（2017）年度）から、一戸建住宅については、所有者への空家等の管理

や利活用に関する啓発や情報提供の充実が必要と考えれます。

共同住宅については、所有者アンケート調査（平成 29（2017）年度）から、

空室の利活用や公益的な利活用につなげるための情報提供や支援制度の検討が

必要であると考えられ、共同住宅が比較的多い狛江市においては、動向に注視し

ていく必要があります。

空家等に関する市民からの苦情・要望・相談は日々寄せられており、適切な管

理に向けた助言や措置を適切に実施していく必要があります。

① 空家等による近隣への悪影響に関する苦情が非常に多い。

【苦情の内容】草木の繁茂・越境、蜂の発生、害獣の生息等

② 苦情への対応をしない空家等の所有者がいる。

③ 空家等の所有者の有効な連絡先が特定できず、迅速かつ効果的な対応

ができない場合がある。

④ 空家等の利活用側希望者に対して、情報を提供できる空家等が少ない。

① 住宅を解体すると、固定資産税等の住宅用地特例が適用されなくなる

ため、放置するケースがある（37 ページ※１）。

② 建築基準法において、前面道路等の接道条件により建替えができない

ケース（37 ページ※２）は、特定空家等に認定し措置を進めても、

改善が進まない困難ケースになることが多い。
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※１ ＜住宅用地に対する固定資産税・都市計画税の特例について＞

※２ ＜建替えをするための敷地の条件について＞

図 建築基準法第 43 条第１項の規定による接道要件

土地に対する固定資産税等が課税される年の１月１日（賦課期日）において、

住宅やアパート等の敷地として利用されている土地（住宅用地）については、

以下のとおり特例措置がある。

住宅用地

の区分
住宅用地区分の範囲

課税標準の特例措置

固定資産税 都市計画税

小規模

住宅用地

面積が 200 ㎡以下の住宅用地（200 ㎡を超

える場合は１戸当たり 200 ㎡までの部分）
評価額×１/６ 評価額×１/３

一般

住宅用地

小規模住宅用地以外の住宅用地（200 ㎡を超

える部分で家屋床面積の 10 倍まで）
評価額×１/３ 評価額×２/３

建物を建てる際に、その敷地は建築基準法に定める「道路」に２ｍ以上接し

なければならない（建築基準法第 43 条第１項）。

・建築基準法に定める「道路」とは

建築基準法第 42 条第１項に該当する４ｍ以上の道等を「道路」と規定して

いる。なお、４ｍ未満の「道路」の場合、特定行政庁が指定したものは、その

道の中心線から２ｍ（例外あり）の位置が、「道路」と敷地の境界線とみなされ

る。

建築物の敷地

建築基準法に定める「道路」

２ｍ以上
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第３章 空家等対策に係る基本方針 ＜空家法第６条第２項第１号＞

空家等の問題は、所有者等が自らの責務において解消又は問題とならないよう

に対処することが前提です。一方、社会情勢等、さまざまな問題により所有者等

のみでは解決が難しい状況も見受けられます。

そのため、前述した「７ 狛江市における空家等の現状と課題の整理」を考慮

し、次に示す３つの基本方針を定め、行政や市民、事業者等が連携して問題解決

に向けた取組を進めていきます。

なお、取組体制の整備等については「第５章」で取りまとめています。

人口減少や少子高齢化の進展等により、今後、さらに住宅ストックが需要を

上回り、空家等が増加することが推測されます。

一度空家等になると、管理者が見つからないなど、管理不全に陥る可能性が

高いことが考えられ、それが新たな利活用を妨げる原因にもなります。そのた

め、空家等の状況を的確に把握するとともに、新たな空家等の発生を未然に防

ぐ取組を行っていきます。

空家等の管理は、所有者等自らが適切に行うことが原則となります。しかし

ながら、空家等の管理を怠ると、周辺に迷惑を及ぼすのみならず、地域の治安

の悪化や地域活力の低下など、地域・まちづくりにも影響を及ぼすことになり

ます。そのため、空家等に対する適切な管理を所有者等に促すための取組を行

っていきます。

空家等及び共同住宅の空室を資源ととらえ、地域の活性化や地域コミュニテ

ィの向上など、魅力的なまちづくりにつながるような利活用への取組を行って

いきます。

図 建物の状態別の基本方針

基本方針３ 空家等及び共同住宅の空室における利活用の促進

基本方針１ 空家等の現状把握と発生抑制

基本方針２ 空家等の適切な管理の促進

跡地除却

３ 空家等及び共同住宅

の空室における

利活用の促進

空家状態

（管理不全）

空家等及び共同住宅

の空室の利活用

空家状態

（管理中）
居住中

跡地の利活用

１ 空家等の現状把握

と発生抑制

３ 空家等及び共同住宅

の空室における

利活用の促進

２ 空家等の適切な管理

の促進
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第４章 空家等対策に係る施策

基本方針を推進するため、以下に示す６つの施策により空家等対策を進めてい

きます。

図 空家等対策の施策体系

（１）地域団体（町会・自治会等）や関係団体

との連携

（２）市民意識の啓発及び制度の周知

（３）空家等の管理・相続問題等に関する支援

（４）住み続けるための支援

（５）住宅流通の支援

（６）「住み続けられる安心・安全な住まい・

住環境づくり」と連携した住宅市街地

形成の推進

（１）所有者等への啓発

（２）所有者等以外による適切な管理の支援

（３）除却のための支援等

（４）安全代行措置

（１）所有者等への啓発

（２）空家等及び共同住宅の空室の利活用への

仕組みの検討

（３）空家等の跡地の利活用への仕組みの検討

（４）共同住宅の空室の実態調査

（５）共同住宅の空室の所有者等への意向調査

（１）特定空家等に関する認定及び措置の手続き

（１）管理不全状態の空家等への措置

（２）隣地所有者への情報提供

（１）定期的な空家等の実態調査

（２）空家等の所有者等の調査・特定

（３）空家等の情報のデータベースへの追加

及び更新

（４）地域団体（町会・自治会等）との連携強化

４ 特定空家等に

対する措置

施 策

３ 所有者等による

空家等の適切な

管理の促進

基本方針

基本方針１

空家等の

現状把握と

発生抑制

２ 空家等の発生抑制

基本方針３

空家等及び

共同住宅の

空室における

利活用の促進

基本方針２

空家等の

適切な管理

の促進

１ 空家等の調査

５ 管理不全状態の

空家等に対する

措置

６ 空家等及び

共同住宅の空室、

並びに除却した

空家等に係る

跡地の利活用の

促進
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基本方針１ 空家等の現状把握と発生抑制

（１）空家等の調査に関する事項＜空家法第 6 条第 2 項第 3 号＞

１ 前期（平成 30（2018）年度～令和４（2022）年度1）及び以前の実績

（１）空家等の実態調査

空家等の所在やその状態を把握するため、平成 28（2016）年度及び令和

３（2021）年度に実態調査を実施しました。この調査は、空家等か否かの判

定や、空家等の建築物及び当該敷地内の工作物の管理が適切に行われているか

否かを判断したものです。

（２）空家等の所有者等の調査・特定

実態調査にて空家等と判断された建物に対して、建物の所有者等を特定する

ため、平成28（2016）年度、平成29（2017）年度及び令和３（2021）

年度に調査を実施しました。

調査は、空家法第10条に基づき、固定資産税の課税の情報、水道閉栓情報、

電力契約情報、登記情報により行いました。

（３）空家等の所有者等への意向調査

空家等の所有者等の意向を把握するため、平成28（2016）年度、平成29

（2017）年度、平成31（2019）年度にアンケートによる意向調査を行い

ました。この調査は、空家等の管理実態、今後の意向、必要な支援等をたずね

たものです。

２ 後期（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度）の施策

空家等の対策を検討・実施するにあたっては、刻々と変化する空家等の状況

について最新情報の把握が必須であることから、次の施策を推進します。

（１）定期的な空家等の実態調査

今後は、概ね５年ごとに実態調査を実施し、市内の空家等の実態を時系列的

に把握することで、必要な対策を講じる基本情報とします。

（２）空家等の所有者等の調査・特定

今後も、新たに空家等と判断された建物について随時実施していきます。

なお、登記情報や住民票の情報、戸籍情報、近隣住民への聞き取り調査など

を実施しても所有者の特定ができない場合や、相続放棄により所有者等がいな

い場合は、財産管理人制度（※）の適用を検討します。

1令和４年 10 月 31 日まで。以下、４章の実績において同じ。

基本方針１ 空家等の現状把握と発生抑制

１ 空家等の調査 ＜空家法第６条第２項第３号＞
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（３）空家等の情報のデータベースへの追加及び更新 ＜空家法第 11 条＞

空家等の実態調査の結果、所有者等の調査結果、所有者等への意向調査の結

果をデータベースに反映させます。これにより、庁内の関係部署が最新の情報

を共有することで、総合的な空家等対策の立案につなげます。

（４）地域団体（町会・自治会等）との連携強化

空家等に関する情報は、行政よりも近隣市民の方が有しているケースも多い

ことから、空家等になった初期段階での適切な情報や、その後の状態の共有化

について、町会・自治会、民生委員児童委員協議会、福祉関係者と行政との連

携を強化する仕組みを検討します。

なお、改定前の計画に施策として示していた「空家等の所有者等への意向調

査」において、隔年で意向調査を実施するとしていましたが、平成28（2016）

年度、平成29（2017）年度、平成31（2019）年度の調査を元に、空家の

ワンストップ相談窓口、狛江市空き家バンク、空家等利活用募集チラシ（43

ページ）などの制度を充実させ、また空家等の適切な管理の促進については、

個別に対応を進めており、全体に意向調査をする意義が薄れたことから、見直

しにあたって、後期の施策から除外しました。

※ ＜財産管理人制度とは＞

・財産の所有者や相続人が不明な場合に、家庭裁判所が選任した財産管

理人が当事者に代わって財産の保存や処分を行う制度のことである。

・財産管理人が処分した後に残った財産は、国庫に帰属することになる。

・財産管理人は、被相続人との関係や利害関係の有無などを考慮して、

相続財産を管理するのに最も適任と認められる人が選任される。弁護

士、司法書士等の専門家が選ばれることもある。



42

２ 空家等の発生抑制に関する事項

１ 前期（平成 30（2018）年度～令和４（2022）年度）及び以前の実績

（１）市民意識の啓発及び制度の周知

空家セミナー及び相談会を、平成 29（2017）年度から毎年度実施してい

ます。なお、コロナ禍においては、個別相談会は実施できませんでしたが、セ

ミナーについてはＷＥＢ講座とし視聴配信により実施しました。

空家啓発冊子を民間事業者との協定により作成し、平成 29（2017）年度

から毎年度配布しました。

まなび講座を平成 30（2018）年度に実施し、11 名の参加がありました。

それぞれの周知にあたっては、市広報やホームページ、ＳＮＳ、デジタルサ

イネージ、ダイレクトメール、町会掲示板・回覧版、コミュニティバス内掲示、

市内店舗（スーパー・銀行）掲示板など、多様な手段を活用しました。

「おくやみハンドブック」（令和４年６月作成）に空家等の相談先を掲載し

ました。

（２）空家等の管理・相続問題等に関する支援

平成 30（2018）年度に、（公社）東京都宅地建物取引業協会調布狛江支

部、（公社）全日本不動産協会東京都本部多摩東支部、及び（ＮＰＯ）空家・

空地センターと空家等の相談窓口となる協定を締結し、「空家のワンストップ

相談窓口」を設置しました。また、令和２（2020）年度には、設計・改修・

転用工事分野に専門性を有する（一社）東京都建築士事務所協会南部支部と同

様に協定を締結しました。

（３）住宅流通の支援

空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000 万円

特別控除）の利用のために、平成 28（2016）年度から令和４（2022）年

度までに、50 件延べ 94 名に被相続人居住用家屋等確認書を交付しました。

全国版空き家・空き地バンクを利用して、令和４年度に「狛江市空き家バン

ク」を開設しました。

また、空家等の活用側希望者（団体・事業者等）が作成した空家等利活用募

集チラシを市が把握している所有者等に配布する事業を、令和３（2021）年

度に開始しました。

基本方針１ 空家等の現状把握と発生抑制

２ 空家等の発生抑制
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２ 後期（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度）の施策

今後も空家等の増加が予想されることから、既に存在する空家等への対策の

みならず、新たな空家等の発生を予防・抑制することが必要となるため、次の

施策を推進します。

（１）地域団体（町会・自治会等）や関係団体との連携

地域団体（町会・自治会等）や地域包括支援センターをはじめとする関係団

体等との連携により管理方法や利活用につなげる方法等の周知や情報共有を

行い、迅速かつ適切な対策を実施することで空家等の発生抑制につなげます。

○「まなび講座」

・市民が主催する学習会に市職員等が講師として出向き、行政の制度

等について説明を行う制度。まなび講座のメニューの１つ「空家」

にて、市民に空家等についての情報の周知を行う。

○デジタルサイネージ

・電子表示機を使用した情報発信システム。

○おくやみハンドブック

・ご遺族の負担を少しでも減らすことができるよう、死亡届出後に必

要となる手続きをまとめた冊子。

○空家のワンストップ相談窓口（不動産・建築関連団体等との連携）

・不動産建築関連団体等と空家等の相談事業に関する協定を締結し、

民間事業者により総合相談窓口（ワンストップ窓口）を提供する。

窓口では、空家等に関するさまざまな問題について、専門家による

アドバイスが｢ワンストップ｣で受けられ、空家等の所有者等は、総

合的な観点からの問題解決を図ることで、空家等の流通につなげる。

○空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除

・被相続人の居住用に使用してた家屋を相続した相続人が、当該空家

または、取壊し後の土地を譲渡した場合は、当該空家または土地の

譲渡所得から 3,000 万円を特別控除することができる税制度。（令

和５年 12 月 31 日までの譲渡が要件。）

○全国版空き家・空き地バンク 狛江市空き家バンク

・全国の空き家・空き地情報と活用側希望者をマッチングするため、

空家等の情報をホームページ上で提供する仕組み。各自治体は、仕

組みを利用することで、独自にシステムを整備する必要がない。狛

江市空き家バンクは、このシステムを利用して設置。

○空家等利活用募集チラシ

・空家等の活用側希望者（団体・事業者等）が、求めている空家の条

件、事業の意義・目的等を具体的に記載したチラシ。具体的に示す

ことにより所有者が利活用のイメージがつきやすく、空家等の利活

用につながることを目的とする。また、事業の意義を示すことによ

り、経済性以外の部分でも所有者に共感を得ることが期待できる。
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（２）市民意識の啓発及び制度の周知

空家等の発生を抑制するためには、空家等問題に係る所有者等の意識を高め

ることが重要です。

そのため、空家等が周囲に及ぼす影響や問題点、空家等に係る制度等を、市

広報やホームページ、セミナー、おくやみハンドブック等を通じて、市民への

周知・啓発を行います。

（３）空家等の管理・相続問題等に関する支援

空家等において、以前の所有者の死亡等を契機として発生した相続問題に整

理がついていない、また相続登記が行われていない場合（※）があり、空家等

の利活用や処分が困難になるケースがあります。

そのため、相続や空家等の管理・処分方法などを市広報やホームページ等で

周知するとともに、空家のワンストップ相談窓口の周知・実施、セミナーや定

期的な相談会を開催することで、空家等の所有者等の実状を踏まえた適切な相

続への誘導や、空家等の適切な管理や利活用に向けた方策を積極的に働きかけ

ます。

【例示】

○福祉関係者や民生委員との連携による啓発

・地域包括支援センターや民生委員を通じて独り住まいの高齢者に対

して啓発を行う。

【例示】

○狛江市エンディングノートの活用

・市で取り組んでいるエンディングノートを活用し、所有者に、空家

となった場合の意向を整理していただくとともに、あらかじめ親族

との話し合いのきっかけづくりとする。

エンディングノートとは、人生の終盤に起こりうる万一の事態に備

えて、治療や介護、葬儀などについての自分の希望や、家族への伝

言、連絡すべき知人のリストなどを記しておくノートのこと。

（出典：小学館デジタル大辞泉）

※ ＜相続登記における民法と不動産登記法の改正＞

・民法と不動産登記法の改正により、令和６年４月からは３年以内の相

続登記が義務付けられる。これは、過去の相続にも遡って適用される。

・登記簿上の所有者の住所等に変更があった場合、変更の日から２年以

内に変更登記の申請をすることが、令和８年４月までに義務化される

予定で、登記官が職権で変更登記をすることも可能となる。

・これらの改正により、所有者が不明という事態は、徐々に改善されて

いくと見込まれる。
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（４）住み続けるための支援

長期にわたり住み続けられる良質な住宅への改修等を促すことは、空家等の

発生を抑制することにつながります。

そのためには、耐震診断や耐震改修により安全性を確保するとともに、必要

に応じて住宅診断（※）を行うことも有効です。

市では、住宅診断の必要性の周知や、耐震診断・耐震改修の助成制度を推進

します。

（５）住宅流通の支援

空家等の発生を抑制するためには、中古住宅の流通を促進することも重要で

す。流通の機会を増やすため、空き家バンクの運営、空き家の譲渡所得の3,000

万円特別控除利用のための被相続人居住用家屋等確認書の発行をしていきま

す。また、住宅診断への支援を検討します。

除却や管理、利活用について支援するため、空家のワンストップ相談窓口を

実施します。

（６）「住み続けられる安心・安全な住まい・住環境づくり」1）と連携した住宅

市街地形成の推進

狭あい道路の拡幅や歩行空間の確保、建物の不燃化・耐震化の促進等により、

建替えや利活用しやすい住環境を整備することで、空家等の発生抑制につなげ

ます。

1 狛江市住宅マスタープラン（平成 28 年３月）の「基本方針 １」参照

※ ＜住宅診断とは＞

・建築士等の専門家が、住宅の劣化状況について調査し、欠陥の有無や

補修すべき箇所、その時期などを客観的に診断すること。

住宅診断を実施することにより、中古住宅の取引時点の物件の状態・

品質を把握でき、安心して中古住宅を購入できるようになる。
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３ 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

１ 前期（平成 30（2018）年度～令和４（2022）年度）及び以前の実績

（１）所有者等への啓発

空家等の所有者等に対しては、空家セミナー、空家のワンストップ相談窓口

及び情報提供チラシ・冊子を、平成３０（2018）年度から毎年度ダイレクト

メールにより個別送付しました。なお、空家セミナー、チラシ・冊子作成は平

成 29（2017）年度から実施しています。

適切に管理がなされていないと思われる空家等の所有者等に対しては、上記

に加え適切に管理するよう促す通知を、平成３０（2018）年度から毎年度送

付しました。

（２）除却のための支援等

令和２年度から特定空家等の家屋除却又は樹木伐採に要した費用の一部を

助成する制度（※）を設けました。

また、空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除を周知することで除却を促

しました。

２ 後期（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度）の施策

空家等は、所有者等の財産であることから、所有者等において適切な管理に

努める義務があります。一方、空家等の問題は周辺へ悪影響を及ぼすほか、地

域・まちづくりにも影響を及ぼすことから、市民と行政が連携して、所有者等

へ空家等の適切な管理を促します。

（１）所有者等への啓発

空家等の所有者等には、空家セミナー、広報等を通じて自ら適切に管理する

責任があることや、空家等により周辺へ悪影響を与えるなど様々な問題が生じ

ることを啓発します。

空家等の所有者等に対しては、空家セミナー、空家のワンストップ相談窓口

等の周知を行います。

また、適切に管理がなされていないと思われる空家等の所有者等に対しては、

上記に加え適切に管理するよう通知するとともに、空家管理の代行サービス等、

必要な情報提供を行います。

基本方針２ 空家等の適切な管理の促進

３ 所有者等による空家等の適切な管理の促進＜空家法第６条第２項第４号＞

※ ＜特定空家等家屋除却及び樹木伐採助成制度＞

・家屋除却又は樹木伐採に要した費用の一部を助成する制度

・特定空家等が対象。また、家屋除却は未接道であること、樹木伐採は、

所得が一定の基準内であること等が要件。
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（２）所有者等以外による適切な管理の支援

空家等の所有者等の様々な事情から、所有者等が自ら適切に管理することが

困難な場合があります。

そのため、町会・自治会、地域のNPO、シルバー人材センター等による代行

管理の仕組みや、施設入所等による一時的な空家等の維持管理制度の整備を検

討します。

（３）除却のための支援等

利活用が見込めない空家等については、安全性や景観上の観点から、所有者

等の責任で除却することが適切です。

そのため、空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除を周知することで除却を

促すとともに、特定空家等の家屋除却又は樹木伐採に要した費用の一部を助成

する制度を対象者に周知します。

（４）安全代行措置（空家条例第 15 条）

特定空家等の所有者等が、空家法第14条第１項の助言又は指導を受けた際

に、やむを得ない事情により管理不全状態を解消する措置を講ずることができ

ない旨の申出があり、市が必要であると認めた場合は、当該所有者等の負担に

おいて市が代行して必要な措置を講じます。
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４ 特定空家等に対する措置に関する事項＜空家法第 6 条第 2 項第 6 号＞

１ 前期（平成 30（2018）年度～令和４（2022）年度）及び以前の実績

（１）特定空家等に関する認定及び措置の手続き

平成30（2018）年度から特定空家等の認定手続きを開始し、認定、措置

及び解除状況は下記のとおりです。

表 特定空家等の認定、措置及び解除状況 （件）

※ コロナ禍の影響で認定に必要な協議会・立入調査等が実施できなかったため。また「－」は対象がない、

または措置手続の時期が到来していないことを示す。

なお、勧告により固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外され、税額が

上がったのは、令和３年度課税分は２件、令和４年度課税分は１件です（同じ

特定空家等については、年度毎に計上）。

（２）特定空家等の判断基準の設定

空家等が特定空家等に該当するか否かを判断する基準を、国が定めた「『特

定空家等に対する措置』に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイド

ライン）」に記載のある「『特定空家等』の判断の参考となる基準」を参考に

設定しました。

この判断基準を用いて、（１）における認定を行いました。

認定年度 認定 助言

指導

勧告 命令 公示

標識設置

氏名の

公表
代執行

認定解除

（改善）

継続

認定件数

平成 31

（2019）

年度

５ ５ ５ ２ ２ ２ ０ ４ １

令和２

（2020）

年度

０（※） ― ― ― ― ― ― ― ―

令和３

（2021）

年度

３ ３ ３ ― ― ― ― ０ ３

基本方針２ 空家等の適切な管理の促進

４ 特定空家等に対する措置 ＜空家法第６条第２項第６号＞
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表 「特定空家等」の判断基準の概要

２ 後期（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度）の施策

特定空家等に該当するものについては、周辺へ深刻な影響を及ぼしているこ

とから、所有者等に強く改善を促します。

（１）特定空家等に関する認定及び措置の手続き

「第４章 空家等対策に係る施策」の「１ 空家等の調査」に示した空家等の

実態調査や、市民等からの情報提供等により把握した空家等について、特定空

家等の認定手続きを実施します。また、認定された特定空家等には、空家法及

び空家条例に基づく助言・指導、勧告等の必要な措置を講じます。

以下に特定空家等に関する認定及び措置の主な手続きを示します。

特定空家等の判断項目 判断の基準となる状態等

① 「そのまま放置すれ

ば倒壊等著しく保安

上危険となるおそれ

のある状態」

建築物が著し

く保安上危険

となるおそれ

がある。

建築物が倒壊

等するおそれ

がある。

建築物の著しい傾斜

建築物の構造耐力上主要な

部分の損傷等

屋根、外壁等

が脱落、飛散

等するおそれ

がある。

屋根ふき材、ひさし又は軒

外壁

看板、給湯設備、屋上水槽等

屋外階段又はバルコニー

門又は塀

擁壁が老朽化

し危険となる

おそれがあ

る。

擁壁表面に水がしみ出し、流出している。

水抜き穴の詰まりが生じている。

ひび割れが発生している。

② 「そのまま放置すれ

ば著しく衛生上有害

となるおそれのある

状態」

建築物又は設備等の破損等が原因

ごみ等の放置、不法投棄が原因

③ 「適切な管理が行わ

れていないことによ

り著しく景観を損な

っている状態」

周辺の景観と著しい不調和が原因

その他、周囲の景観と著しく不調和な状態

④ 「その他周辺の生活

環境の保全を図るた

めに放置することが

不適切である状態」

立木等が原因

空家等に住みついた動物等が原因

建築物等の不適切な管理等が原因
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① 適切に管理されていない空家等の実態把握

空家等の実態調査や、市民等からの情報提供等を受けた空家等に対する

敷地外からの目視により特定空家等に該当する可能性があると思われるも

のについて、空家法に基づく敷地内への立入調査により実態を把握します。

② 特定空家等の判断・認定

立入調査の結果を基に、49ページに示す「「特定空家等」の判断基準」

に照らし合わせて特定空家等か否かの判断を毎年度を目安に行います。

特定空家等と判断された場合には、空家法に基づく措置を講じることに

なりますが、慎重な手続きを期すため、狛江市空家等対策推進協議会（59

ページ参照）の意見を聴いた上で、市長が特定空家等の認定を行います。

③ 特定空家等への措置

特定空家等の所有者等に対し、必要な措置を講じるよう助言・指導、勧

告、命令等の措置を順次実施します。

なお、勧告を受けた特定空家等の土地については、固定資産税等の住宅

用地特例の適用対象から除外されます。

④ 行政代執行

必要な措置を講じるよう命令したにもかかわらず、所有者等が必要な措

置を講じない場合には、行政代執行の実施を検討します。

⑤ 所有者不明等への対応

特定空家等の所有者等が不明な場合には、所有者等の特定に努めますが、

それでも不明な場合は略式代執行の実施を検討します。
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図 特定空家等に関する対応フロー

 
 空家条例に基づく市独自の対応 

 市民等からの情報提供 

及び市の調査等 

現地調査、所有者等の特定 

（空家法９条１項,10 条） 
緊急安全措置 

（空家条例 16 条） 

地域住民に悪影響を及ぼしている、 

又は悪影響を与えるおそれのある 

特定空家等候補の判断  

立入調査 

（空家法９条２,３,４,５項） 

立入調査等の結果による 

特定空家等の判断 

特定空家等の認定（市長） 

（空家条例 12 条） 

情報提供、助言、援助 

利活用に必要な対策 

（空家法 12,13 条） 

助言、指導 

（空家法 14 条１項） 

勧告 

（空家法 14 条２項） 
固定資産税等の住宅用地特例の対象

から除外（地方税法 349 条の３の２等） 

弁明の機会 

（空家法 14 条４項） 

公開による意見聴取 

（空家法 14 条５,６,７,８項） 

命令 

（空家法 14 条３項） 

標識設置､その他の公示 

（空家法 14 条 11 項） 

過料（命令に違反） 

（空家法 16 条１項） 

行政代執行 

（空家法 14 条９項） 

 

弁明の機会 

（空家条例 14 条２項） 

氏名等の公表 

（空家条例 14 条１項） 

安全代行措置 

（空家条例 15 条） 

緊急的に危険な状態を回避する措置が

必要な場合 

やむを得ない事情により所有者等が

措置を行うことが極めて困難な場合 

諮問 

答申 

諮問 

答申 

報告（緊急の場合や、特定空家等が客観的に明らかな場合） 

諮問 

答申 

諮問 

答申 

所有者を特定できない 

事前の公告 

（空家法 14 条 10 項）

略式代執行 

（空家法 14 条 10 項）

助言又は指導して、 

なお改善されない場合 

正当な理由なく措置

をとらなかった場合 

必要な措置を命じて、

履行しない、または措

置が不十分である場合 

過料（立入調査の拒否等） 

（空家法 16 条２項） 

報告 

必要に応じてデータベースの更新 

（空家法 11 条） 

諮問 

答申 

狛
江
市
空
家
等
対
策
推
進
協
議
会
（
空
家
条
例

条
）

11
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５ 管理不全状態の空家等に対する措置に関する事項

１ 前期（平成 30（2018）年度～令和４（2022）年度）及び以前の実績

（１）管理不全状態の空家等への措置

市民等から苦情等のあった管理不全状態の空家等については、その都度、所

有者等に必要な措置を講じるように通知を行いました。平成 28 年度（空家条

例施行前）には、強風によりトタン屋根の飛散があり、さらに飛散の危険性が

あったため、消防署に消防法（64 ページ参照）による危険排除要請を行い、

消防署により撤去を行ないました。

空家等の所有者等には、空家セミナー及び個別相談会の案内をダイレクトメ

ールにより個別送付しました。

２ 後期（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度）の施策

現状では、特定空家等に認定されないまでも、今後、周辺へ深刻な影響を及

ぼす可能性がある管理不全状態の空家等については、所有者等へ建物等の適切

な管理を働きかけます。

（１）管理不全状態の空家等への措置

管理不全状態の空家等については、空家法及び空家条例に基づき、次の措置

を行います。

① 空家等の実態把握

市民等からの情報提供等により、管理不全状態の空家等が見つかった場

合には、現地調査及び所有者等の特定を行います。

② 所有者等への措置、情報提供等

所有者等に対して必要な措置を講じるように通知するとともに、必要に

応じて情報の提供や助言、その他必要な援助を行います。

③ 緊急安全措置（空家条例第 16 条）

空家等が危険な状態である場合、又は、危険が切迫している場合、当該

空家等の所有者等に必要な措置を講じる時間的な余裕が無いときは、危険

回避のため、市は必要最小限の措置を講じることができます。なお、その

際に費用が発生した場合には、当該所有者等から費用を徴収できます。

基本方針２ 空家等の適切な管理の促進

５ 管理不全状態の空家等に対する措置

【例示】

○危険回避の措置

・近隣住民に危害を及ぼす蜂の巣の駆除

・強風により飛散するおそれのあるトタンや雨戸等の補強や撤去

・空家等から道路に越境する樹木の剪定
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④ 情報管理

市民等からの情報提供の内容、現地調査の結果、対応結果等をデータベース

に登録し、今後の対応策の検討に役立てます。

（２）隣地所有者への情報提供

空家等に関する苦情の多くが、樹木の繁茂や越境に対するものです。この理

由の１つとして、越境している枝を隣地所有者が切れないことがありましたが、

民法の改正（※）により切ることができるようになりますので、隣地所有者へ

情報提供をしていきます。

※ ＜民法の改正＞

・民法の改正により、令和５年４月から土地の所有者は、場合により、

隣地から越境している樹木の枝を切ることができる。

・切ることができるのは、隣地所有者に催告し相当の期間切除されない

とき。または、隣地の所有者やその所在が知ることができない場合等。

・費用は隣地の所有者に請求できる。
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６ 空家等及び共同住宅の空室、並びに除却した空家等に係る跡地の利活用の促進に関する

事項＜空家法第 6 条第 2 項第 5 号＞

１ 前期（平成 30（2018）年度～令和４（2022）年度）及び以前の実績

（１）所有者等への啓発

平成 29（2017）年度から空家セミナー及び相談会の実施、空家啓発冊子

の配布、平成 30（2018）年度にまなび講座の実施、令和４（2022）年度

におくやみハンドブックへの相談先の掲載等を実施しました。

（２）空家等及び共同住宅の空室の利活用への仕組みの検討

全国版空き家・空き地バンクを利用して、令和４（2022）年度に「狛江市

空き家バンク」を開設しました。また、空家等の活用側希望者（団体・事業者

等）が作成した空家等利活用募集チラシを市が把握している所有者等に配布す

る事業を、令和３（2021）年度に開始しました。

平成31（2019）年度に未接道である空家等の隣接地所有者へ情報を提供

して、土地の一体的な利用を提案しました。

空家等を市が改修を行った上で、公共施設として借上げる多世代・多機能型

交流拠点「（仮称）こまほっとみんなの家」を令和４（2022）年度中に開設

するため、令和４（2022）年度に必要な業務を行いました。

（３）共同住宅の空室の実態調査及び所有者等への意向調査

賃貸住宅及び分譲マンションの空室の状況の把握、及び空室のある賃貸住宅

の所有者等へ意向調査をするため、平成 29（2017）年度に、市内の賃貸住

宅の所有者及び分譲マンションの管理組合に対してアンケート調査を実施し

ました。

２ 後期（令和５（2023）年度～令和９（2027）年度）の施策

空家等及び共同住宅の空室や、空家等を除却した跡地を利活用することは、

地域活力の維持・向上等に貢献することから、次の施策を推進します。

（１）所有者等への啓発

利活用可能な空家等及び共同住宅の空室であるにもかかわらず、所有者等に

利活用する意思がない場合や、利活用の方法がわからない場合があります。

そのため、所有者等に対して、チラシや市広報等により利活用に関する啓発

を行うとともに、利活用に必要な各種情報を提供することで、利活用の意識を

高めることに努めます。

基本方針３ 空家等及び共同住宅の空室における利活用の促進

６ 空家等及び共同住宅の空室、並びに除却した空家等に係る跡地の利活用

の促進 ＜空家法第 6 条第 2 項第 5 号＞
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（２）空家等及び共同住宅の空室の利活用への仕組みの検討

① 空家等及び共同住宅の空室の利活用のための費用の助成の検討

空家等及び共同住宅の空室の利活用や市場での流通を促進することは、

地域の活性化や定住の促進につながることから、利活用の費用を助成する

ことなど、利活用の促進に向けた取組を検討します。

② 新たな住宅セーフティネット制度（※）の活用の検討

新たな住宅セーフティネット制度により、空家等及び共同住宅の空室を

住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅として活用することを、狛江市居住支

援協議会と連携して検討します。

③ 空き家バンクの運営

空家等の流通促進を図るため、狛江市空き家バンクを運営していきます。

④ 空家等利活用募集チラシの配布

空家等の活用側希望者（団体・事業者等）が作成した空家等利活用募集

チラシを市が把握している所有者等に配布します。

⑤ 空家等の隣接地所有者への情報提供

空家等の前面道路等の条件により市場価値が低い空家等に対して、所有

者等の了解の下、隣接地所有者へ情報を提供して土地の一体的な利用を促

すなど、空家等の利活用機会の拡大に努めます。

【例示】

○空家等及び共同住宅の空室の利活用のための費用の助成

・子育て世代への住宅供給に資する空家等のリフォーム費用など、一定条

件の下で助成を実施

・金融機関と空家利活用等に関する地方創生連携協定等を締結し、空家等

のリフォームローンを実施

（※）＜新たな住宅セーフティネット制度とは＞

・今後、増加が見込まれる高齢者世帯や子育て世帯、障がい者世帯などの

住宅確保要配慮者が、住宅の確保が難しいという課題に対応するため、

民間賃貸住宅等を活用した住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度や

登録された住宅の改修・入居への支援措置等を内容とする制度
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⑥ 市事業による利活用

地域の活性化や地域コミュニティの向上等を図るため、空家等及び共同

住宅の空室をコミュニティスペースや高齢者・子育て世帯等向けの施設に

再生し、利活用を図ることを検討します。

⑦ 地域団体（町会・自治会等）など民間による公益的な利活用への支援

空家等及び共同住宅の空室の公益的な利活用は、まちづくりやコミュニ

ティ活動に貢献することから、民間による公益的な利活用への支援を検討

します。

⑧ その他、空家等及び共同住宅の空室の利活用への支援

金融機関との地域振興における包括協定や、創業支援事業に空家等及び

共同住宅の空室を利活用するための支援を検討します。

（３）空家等の跡地の利活用への仕組みの検討

① 市事業による利活用

空家等と同様に、地域の活性化や地域コミュニティの向上等を図るため、

空家等の跡地を公的な空間として整備し、利活用を図ることを検討します。

【例示】

○行政（市事業）による利活用

・市民活動の拠点（コミュニティー施設）、高齢者の居場所づくり、認知

症カフェ、子育て支援（子育て世代が集える場としての活用）、創業支

援施設、在宅就労支援（テレワーク等）、若者支援としての居場所作り

等

【例示】

○こまえくぼ 1234 との連携

・市民活動の拠点である「こまえくぼ 1234」に情報提供

○民間による公益的な利活用

・障がい福祉サービスの事業所、町会・自治会の備品を置く倉庫、グルー

プリビング（比較的元気な単身高齢者や高齢者夫婦が共同生活をする暮

らし方）、高齢者の居場所づくり、子育て支援（子育て世代が集える場と

しての利活用）、創業支援施設、在宅就労支援（テレワーク等）、若者支

援としての居場所作り、狛江ロケーションサービスでの利活用

【例示】

○行政（市事業）による利活用

・市民農園や防災広場、コミュニティスペース等の整備
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② 地域団体（町会・自治会等）など民間による公益的な利活用への支援

空家等の利活用と同様に、跡地の公益的な利活用は、まちづくりやコミ

ュニティ活動に貢献することから、民間による公益的な利活用への支援を

検討します。

（４）共同住宅の空室の実態調査

共同住宅の空室の実態を把握するためには、共同住宅の所有者等からの情報

が必要です。

今後は必要に応じて調査を実施し、空室の状態把握や利活用に必要な対策を

講じる基本情報とします。

（５）共同住宅の空室の所有者等への意向調査

平成29（2017）年度に実施した共同住宅の実態調査において、空室のあ

る賃貸住宅の所有者等への意向調査も併せて実施しました。

今後は必要に応じて調査を実施し、空室の利活用に必要な対策を講じる基本

情報とします。
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第５章 空家等対策に向けた取組体制等

１ 市役所における体制 ＜空家法第６条第２項第８号＞

本計画を効率的・効果的に実施するため、市の体制等について、次の取組を実

施します。

（１）庁内体制の整備

空家等の問題は多岐にわたるため、問題の種類・状況に応じた部署が対応す

ることとなります。

一方、空家等の総合的な対策は、分野横断的で多岐にわたるため、全体の状

況を把握し、関連部署との総合的な調整や空家等対策の検討を行う「全体調

整・総合相談」については、都市建設部 まちづくり推進課が担当します。

表 庁内体制

空家等対策項目 対応部署

全体調整・総合相談

・都市建設部 まちづくり推進課

狛江市空家等対策推進協議会の運営

特定空家等対策

空家等情報の収集と情報提供

空家等の樹木の繁茂や害虫・ゴミ等の苦情対応 ・環境部 環境政策課

警察・消防等と連携した防犯・防火対策の指導 ・総務部 安心安全課

特定空家等についての税制度の対応 ・市民生活部 課税課

利活用の検討・実施

・企画財政部 関係部署

・市民生活部 関係部署

・福祉保健部 関係部署

・子ども家庭部 関係部署

・教育部 関係部署 等
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（２）狛江市空家等対策推進協議会の設置

空家条例第11条に基づき、市長の附属機関として「狛江市空家等対策推進

協議会」を設置します。

協議会は、公募市民や地域団体（町会・自治会等）及び法務や不動産等の専

門家、建築や福祉等の学識経験者等により構成され、空家等の問題を総合的に

検討し、空家等対策の実施に関する意見や計画の見直し、また、特定空家等の

判断に関する答申等を行います。

（３）関係団体や地域団体（町会・自治会等）との連携

空家等の問題は多岐にわたるため、問題を解決するためには専門的な見地が

必要となる場合もあります。また、空家等による影響は周辺にも及ぶことから、

地域全体で対処方法を検討することも重要です。

そこで、関係団体や地域団体（町会・自治会等）と連携し、空家等の問題に

柔軟に対応することができる仕組みづくりを検討します。
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２ 市民等からの空家等に関する相談への対応 ＜空家法第６条第２項第７号＞

空家等は個人の財産であることから、適切な管理や利活用のために、所有者等

が十分な知識を持ち、適切な対応を図ることが必要です。

そのため、市としても、市民等からの相談等への体制づくりとして、次の対策

を推進します。

（１）市役所相談窓口の設置

空家等の問題となる要因に応じ、次に示す３課において、空家等に関する相

談窓口を設置します。

・都市建設部 まちづくり推進課（総合相談、特定空家等対策、空家等情報

の収集・情報提供）

・環境部 環境政策課（樹木の繁茂や害虫・ゴミ等の苦情対応）

・総務部 安心安全課（防犯・防火対策）

（２）専門家との連携や相談会の開催

法律、不動産、建築の専門家等と連携し、空家等の適切な管理の方法や不動

産流通に関する相談、空家等の相続に関する相談など、総合的な空家等の相談

に対応する空家のワンストップ相談窓口を設置します。

また、専門家等の協力を得て相談会を開催します。
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図 空家等相談体制のイメージ

取次、連携

（事業協定）

情報共有

【総合相談】

＜相談者＞

＜狛江市相談窓口＞ ＜専門家相談窓口＞

（専門家）

不動産、法律、建築の

専門家等

協力

都市建設部

まちづくり推進課

（総合相談）

○都市建設部

まちづくり推進課

（特定空家等対策等）

○環境部 環境政策課

（樹木の繁茂や害虫

ゴミ等の苦情対応）

○総務部 安心安全課

（防犯・防火対策）

（民間事業者）

仲介業者、NPO法人等

相談

対応
相談

対応

（協定･委託）

・空家等の周辺住民

・利活用検討者
・空家等の所有者等･相続予定者

※市外に対象物件を所有する市民も含む

【分野別相談】

取次

情報共有
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＜参考＞

狛江市では、空家等に関する総合的な相談窓口として「空家のワンストップ

相談窓口」を設置しています。また、市民の様々な相談に応じるための「市民

相談窓口」や、狛江市社会福祉協議会による福祉サービス総合相談窓口である

「あんしん狛江」を開設しております。

また、東京都においても、空き家に関する専門家による相談窓口を開設して

います。

表 空家のワンストップ相談窓口

表 狛江市の市民相談窓口

表 狛江市社会福祉協議会による福祉サービス総合相談窓口

内容 相談員

適正管理・相続・賃貸・売却・借り上

げ・有効活用

ＮＰＯ法人 空家・空地管理センター

（公社）東京都宅地建物取引業協会調布狛江支部

（公社）全日本不動産協会東京都本部多摩東支部

耐震診断・改修・除却・確認申請・建

物状況調査
（一社）東京都建築士事務所協会 南部支部

相談名 相談員

法律相談 弁護士

相続相談 東京都行政書士会調布支部

不動産取引相談 （公社）東京都宅地建物取引業協会調布狛江支部

登記相談 東京司法書士会調布支部

土地家屋調査測量表示登記相談 東京土地家屋調査士会調布支部

相談名 相談員

あんしん狛江 福祉サービス総合相談 弁護士
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表 東京都の専門家による空き家相談窓口（協定団体相談窓口）

○ 東京都は、都内に空き家を所有・管理する方の様々な問題に対応するため、不動

産、建築、法律等の専門家団体及び金融機関と協力・連携に関する「協定」を締

結し、下記に示す各団体等で無料の相談窓口を開設しています。

相談内容 相談窓口

相続、成年後見・財産管理、契約、紛

争の解決に関すること

東京弁護士会/第一東京弁護士会/第二東京弁護士会

（東京三弁護士会空き家相談窓口）

相続等の不動産登記、成年後見、民事

信託、財産管理等に関すること
東京司法書士会

売買や賃貸に関すること

（公社）東京都宅地建物取引業協会（不動産相談所）

（公社）全日本不動産協会東京都本部

（（一社）東京都不動産協会新宿相談室）

利活用の調査や建築に関すること
（一社）東京建築士会

（一社）東京都建築士事務所協会

価値判断と有効活用について （公社）東京都不動産鑑定士協会

未登記建物と敷地境界に関すること 東京土地家屋調査士会

税金に関すること 東京税理士会（納税者支援センター）

所有者と相続人の調査確認、資産の有

効活用や手続に関すること
東京都行政書士会

有効活用や融資、資産継承・遺言信託

等に関すること
みずほ信託銀行
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３ その他空家等に関する対策 ＜空家法第６条第２項第９号＞

（１）関係法令との連携

空家等の問題は、適切な管理が行われていないということだけではなく、保

安上の観点や、災害時における観点など、様々な問題があるため、空家法に限

らず、他法令により各法令の目的に沿って必要な措置が講じられます。

そのため、空家等の状況や他への影響、危険度等を判断し、関係法令の適用

を総合的に検討し、必要な対策を講じます。

表 関係法令に基づく措置内容

（２）共同住宅の空室に対する継続的な調査・検討

共同住宅の空室に関する調査は、平成 29（2017）年度に初めて行い、今

後も必要に応じて実態（数量、懸念される影響、所有者意識等）を把握し、必

要に応じた対策を検討します。

特に、分譲マンションについては、建物を区分所有していることから、修繕

や改築する際の合意形成が難しい傾向にあり、老朽化が進むと空室率が高くな

るおそれがあります。現状での空室率は高くありませんが、分譲マンションが

比較的多い狛江市においては、今後の老朽化や空室の増加が懸念されることか

ら、マンション管理の適正化の推進に関する法律など国の施策動向も踏まえ、

適切な管理を推進するため、マンション管理適正化推進計画の策定を検討しま

す。

法令名 措置内容

廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律

（第19条の４、第19条の７）

ごみ等の不法投棄により生活環境の保全上の支障が

ある場合の支障の除去等の命令、代執行等

建築基準法

（第９条、第10条）

違反建築物、著しく保安上危険又は著しく衛生上有

害な建築物等に対する除却等の命令、代執行等

消防法

（第３条）

火災の予防に危険であると認める物件又は消防活動

に支障となると認める物件の所有者等に対する除去

等の命令、代執行等

道路法

（第43条、第71条）

みだりに道路を損傷、汚損する場合、又は、土石、

竹木等の物件をたい積し、その他道路の構造又は交

通に支障を及ぼす場合の除却、道路原状回復等の命

令、代執行等

災害対策基本法

（第64条）

災害が発生又は発生しようとしている場合の応急措

置のための収用、被害を受けた工作物の除去等

災害救助法

（第４条）

災害救助法が適用された場合、災害によって住居又

はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に

著しい支障を及ぼしているものの除去
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第６章 計画の目標

本計画を着実に実施するため、計画目標を定めます。

１ 指標の設定

第４章で定めた施策項目ごとに計画目標の指標を設定します。

２ 計画目標

第４章で示した前期５年間の実施状況を踏まえて見直しを行い、後期５年間の

目標を設定します。

表 後期計画目標

※ 令和９（2027）年度に認定した空家等は含まない

なお、改定前の計画目標（66ページ参照）において、施策項目「市民等からの

空家等に関する相談への対応」については、施策項目２・３に再編・整理しました。

施策項目 目標の指標

後期の目標

R5

2023

R6

2024

R7

2025

R8

2026

R9

2027

１ 空家等の調査 空家等の実態調査の実施 １回

２ 空家等の発生抑制

専門家等との連携、ワンストップ

相談窓口の設置
通年実施

セミナー・相談会の開催 １回／年

おくやみコーナーでの情報発信 通年実施

３ 所有者等による空

家等の適切な管理

の促進

専門家等との連携、ワンストップ

相談窓口の設置（再掲）
通年実施

セミナー・相談会の開催（再掲） １回／年

４ 特定空家等に対す

る措置

特定空家等の認定審査 １回／年

（ ・ ・ ・ ）措置 助言 指導 勧告 命令等 適時実施

特定空家等の改善（認定解除）率 （※）80%

５ 管理不全状態の空

家等に対する措置
措置（情報の提供・助言等） 適時実施

６ 空家等及び共同住

宅の利活用の促進

空家等の福祉 子育て関連施設 地・ 、

域交流施設等への利活用数
１件

活用側希望者が作成した空家等利

活用募集チラシの配布・利活用事

例の紹介

１回／年

空き家バンクの運営 通年実施
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参考 表 計画目標（平成 30 年３月時点）

H30
2018

H31
2019

H32
2020

H33
2021

H34
2022

H35
2023

H36
2024

H37
2025

H38
2026

H39
2027

１ 空家等の調査
空家等の実態
調査の実施

１回以上
実施

１回以上
実施

２ 空家等の
　 発生抑制

福祉等の関係
団体 との 連携
の仕組みの整
備

整備・運用
前期の状

況を踏まえ
て見直し

３ 所有者等による空
   家等の適切な管理
   の促進

地域団体等が
管理 を代 行す
る仕組みの整
備

整備・運用
前期の状

況を踏まえ
て見直し

４ 特定空家等に対す
　 る措置

特定空家等の
認定

認定・措置 認定・措置

５ 管理不全状態の空
　 家等に対する措置

措置 措置 措置

６ 空家等及び共同住
   宅の利活用の促進

マッチングの
仕組みの検討

検討・整備
一部試行

運用

専門 家等 との
連携の仕組み
の整備

整備・運用
前期の状

況を踏まえ
て見直し

空家等の所有
者等・相続予定
者に 対す る専
用窓口の開設

整備・運用
前期の状

況を踏まえ
て見直し

セミナー・
個別相談会の
開催

４回/年
開催

４回/年
開催

前期の
目標

後期の
目標

市民等からの空家等
に関する相談への対
応

前期５年間 後期５年間

施策項目 目標の指標

実施 実施

運 用

仕組みの整備

運 用

仕組みの整備

運 用

仕組みの検討・整備

運 用

仕組みの整備

措 置

一部試行

認 定

措置（情報の提供・助言等）

運 用

専用窓口の開設
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１ 空家等対策の推進に関する特別措置法

空家等対策の推進に関する特別措置法

平成 26 年 11 月 27 日法律第 127 号

（目的）

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に

関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第 10 条第２項を除

き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するため

に必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ

て公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着

する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るため

に放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。

（空家等の所有者等の責務）

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。

（市町村の責務）

第４条 市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとす

る。

（基本指針）

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項

二 次条第１項に規定する空家等対策計画に関する事項

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。
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４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。

（空家等対策計画）

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に

関する対策に関する基本的な方針

二 計画期間

三 空家等の調査に関する事項

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進

に関する事項

六 特定空家等に対する措置（第 14 条第１項の規定による助言若しくは指導、同条第２項

の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第 10 項の規定

による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報

の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。

（協議会）

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議

会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要

と認める者をもって構成する。

３ 前２項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（都道府県による援助）

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの

法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助

言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。

（立入調査等）

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことがで
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きる。

２ 市町村長は、第 14 条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、当該職

員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）

第 10 条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報

であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために

必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で

利用することができる。

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目

的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものにつ

いて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度

において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係

する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提

供を求めることができる。

（空家等に関するデータベースの整備等）

第 11 条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃

貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に

管理されているものに限る。）を除く。以下第 13 条までにおいて同じ。）に関するデータベ

ースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）

第 12 条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。

（空家等及び空家等の跡地の活用等）

第 13 条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その

他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。
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（特定空家等に対する措置）

第 14 条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒

壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある

状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう

助言又は指導をすることができる。

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じ

ようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出

期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及

び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第３項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の３日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。

８ 第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠

を提出することができる。

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和 23 年法律第 43 号）の定めるところ

に従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。

10 第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を

命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第１項の助言若しくは指導

又は第２項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第３項に定める手続に

より命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、そ

の措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場

合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を

行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨を
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あらかじめ公告しなければならない。

11 市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通

省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

12 前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この

場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはなら

ない。

13 第３項の規定による命令については、行政手続法（平成５年法律第 88号）第３章（第 12

条及び第 14 条を除く。）の規定は、適用しない。

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るた

めに必要な指針を定めることができる。

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。

（財政上の措置及び税制上の措置等）

第 15 条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地

方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。

（過料）

第 16 条 第 14条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は、50万円以下の過料に処

する。

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、20万円以下の過料

に処する。

附 則

(施行期日)

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、第９条第２項から第５項まで、第 14 条及び第 16 条の規定は、公布の日か

ら起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

(平成 27 年政令第 50号で、本文に係る部分は、平成 27 年２月 26日から、ただし書に係

る部分は、平成 27年５月 26日から施行)

(検討)

２ 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要

の措置を講ずるものとする。
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2 空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則

空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則

平成 27 年４月 22 日総務省、国土交通省令第一号

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年法律第 127 号）第 14条第 11項の規定

に基づき、空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則を次のように定める。

空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則

空家等対策の推進に関する特別措置法第 14 条第 11 項の国土交通省令・総務省令で定め

る方法は、市町村（特別区を含む。）の公報への掲載、インターネットの利用その他の適切

な方法とする。

附 則

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法附則第一項ただし書に規定する規定

の施行の日（平成 27 年５月 26日）から施行する。
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３ 狛江市空家等の適切な管理及び利活用に関する条例

狛江市空家等の適切な管理及び利活用に関する条例

平成30年３月30日

条例第15号

（目的）

第１条 この条例は，空家等の適切な管理及び利活用に関し，空家等対策の推進に関する特別

措置法（平成26年法律第127号。以下「法」という。）に定めるもののほか，必要な事項を

定めることにより，空家等が所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）により適切に

管理されないまま放置され，管理不全な状態となることを防止するほか，空家等及び空家等

の跡地の利活用を促進し，防災及び防犯のまちづくりの推進，生活環境の保全及び向上並び

に福祉環境の向上を図り，もって安心して生活することができる地域社会の実現に寄与する

ことを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において使用する用語の意義は，法において使用する用語の例によるほか，

次の各号に定めるところによる。

(１) 事業者 市内で不動産業，建設業その他の空家等及び空家等の跡地の利活用に関連す

る事業を営む者をいう。

(２) 地域団体 市内に存する町会その他の地域活動を行う団体をいう。

(３) 市民等 市内に居住し，滞在し，通勤し，又は通学する者をいう。

(４) 空家等の跡地 除却した空家等に係る跡地をいう。

（市の責務）

第３条 市は，第１条に規定する目的を達成するため，空家等及び空家等の跡地に関する対策

を総合的かつ計画的に実施するものとする。

（所有者等の責務）

第４条 空家等の所有者等は，当該空家等が特定空家等になることを防止するため，空家等の

適切な管理並びに空家等及び空家等の跡地を利活用するための取組を行うよう努めるもの

とする。

（事業者の責務）

第５条 事業者は，市が実施する空家等及び空家等の跡地の利活用に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。

（発生抑制）

第６条 市は，空家等の発生を抑制するために情報の提供，助言その他必要な援助を実施する

ものとする。

（適切な管理）

第７条 市は，所有者等による空家等の適切な管理を促進するため，法第12条に規定する情報

の提供，助言その他必要な援助を実施するものとする。

２ 市は，警察，消防その他の関係機関，事業者及び地域団体と連携し，特定空家等の管理状

態の改善に向けた対応及び空家等が特定空家等になることの防止に努めるものとする。

３ 市は，空家等の適切な管理に関する市民等への意識の啓発を実施するものとする。

４ 所有者等は，空家等の状況を適時に確認できる手段を講じること，近隣の住民に自己の連
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絡先を提供すること等により，当該空家等に所在する資材等の整理整頓その他の空家等の適

切な管理を行うよう努めるものとする。

（利活用等）

第８条 市は，法第13条に規定する空家等及び空家等の跡地に関する情報の提供，相談その他

これらの利活用のために必要な対策を講じるものとする。

２ 所有者等は，空家等及び空家等の跡地を賃貸，譲渡その他これらを利活用するための取組

を行うよう努めるものとする。

３ 事業者は，空家等及び空家等の跡地の利活用並びに流通の促進に努めるものとする。

（情報提供）

第９条 地域団体及び市民等は，特定空家等と疑われる空家等を発見したときは，速やかに市

にその情報を提供するよう努めるものとする。

（実態調査等）

第10条 市長は，前条の規定による情報の提供を受けたとき又は空家等が適切に管理されてい

ないと推測されるときは，法第９条第１項の規定により当該空家等の所有者等の把握に必要

な調査を行うものとする。

２ 市長は，特定空家等の認定に関し必要と認めるときは，法第９条第２項の規定により必要

な限度において，当該職員又はその委任した者に，空家等と認められる場所に立ち入って調

査をさせることができる。

（協議会の設置）

第11条 市長は，空家等に関して調査審議をし，必要な意見を求めるため，地方自治法（昭和

22年法律第67号）第138条の４第３項の規定により市長の附属機関として，狛江市空家等対

策推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。

２ 協議会の組織及び運営に関し必要な事項は，市長が別に定める。

（特定空家等の認定）

第12条 市長は，空家等が法第２条第２項に規定する状態にあると認めるときは，当該空家等

を特定空家等と認定する。

２ 市長は，前項の規定により空家等を特定空家等と認定するときは，あらかじめ協議会の意

見を聴くものとする。

３ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，協議会の意見を聴くこ

とを要しないものとする。この場合において，市長は，その旨を協議会に報告しなければな

らない。

(１) 空家等が倒壊する等の危険があり，緊急かつやむを得ないとき。

(２) 特定空家等であることが客観的に明らかであるとき。

（勧告及び代執行並びに略式代執行）

第13条 市長は法第14条第２項の規定により必要な措置を勧告する場合，同条第９項の規定に

より代執行する場合又は同条第10項の規定により措置を行う場合は，あらかじめ協議会の意

見を聴かなければならない。

（氏名等の公表）

第14条 市長は，法第14条第３項の規定による命令に正当な理由なく従わない者があるときは，

次に掲げる事項を公表することができる。

(１) 命令に従わない者の住所及び氏名（法人にあっては，主たる事務所の所在地，名称及

び代表者の氏名）

(２) 命令に係る特定空家等の所在地
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(３) 命令の内容

(４) その他市長が必要と認める事項

２ 市長は，前項の規定により公表するときは，事前に当該公表に係る者に意見を述べる機会

を与えなければならない。

（安全代行措置）

第15条 特定空家等の所有者等は，やむを得ない事情により法第14条第１項の規定による助言

又は指導に係る必要な措置を講じることができないときは，市長に対し，自己の負担におい

て当該措置を代行することを依頼することができる。

２ 市長は，前項の規定による依頼を受けた場合において必要があると認めるときは，当該措

置を代行することができる。

３ 市長は，前項の規定により第１項の措置を代行するときは，あらかじめ協議会の意見を聴

くことができる。

（緊急安全措置）

第16条 市長は，空家等に起因する人の生命，身体又は財産に対する危害が道路，公園その他

の公共の場所において生ずるおそれがある場合において，当該空家等の所有者等に当該危害

を回避するための措置を講じさせる時間的余裕がないと認めるときは，当該危害を回避する

ための必要な措置を講じることができる。

２ 市長は，前項の規定により必要な措置を講じたときは，当該措置の内容を当該空家等の所

有者等に通知するものとする。

３ 前項の規定にかかわらず，市長は必要な措置を講じた場合において，当該措置に係る空家

等の所有者等又はその連絡先を確知できないときは，当該措置に係る空家等の所在地その他

規則で定める事項を告示するものとする。

４ 市長は，第１項の規定により必要な措置を講じたときは，当該措置の内容を協議会に報告

するものとする。

５ 市長は，第１項の規定により必要な措置を講じたときは，当該空家等の所有者等から当該

措置に要した費用を請求することができる。

（委任）

第17条 この条例に定めるもののほかこの条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。

付 則

この条例は，平成30年７月１日から施行する。
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４ 狛江市空家等の適切な管理及び利活用に関する条例施行規則

狛江市空家等の適切な管理及び利活用に関する条例施行規則

平成30年３月30日

規則第18号

 （趣旨）

第１条 この規則は，狛江市空家等の適切な管理及び利活用に関する条例（平成 30年

条例第 15号。以下「条例」という。）及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平

成 26年法律第 127 号。以下「法」という。）の施行に関し，必要な事項を定めるもの

とする。

（構成）

第２条 条例第 11 条第１項の規定により設置する狛江市空家等対策推進協議会（以下

「協議会」という。）は，次に掲げる者のうち，それぞれ当該各号に定める人数で市長

が委嘱又は任命する。

(１) 建築・まちづくり関係の学識経験者 １人

(２) 社会福祉関係の学識経験者 １人

(３) 弁護士 １人

(４) 不動産関係団体 １人

(５) 建築士事務所協会 １人

(６) 狛江市社会福祉協議会 １人

(７) 民生委員 １人

(８) 狛江市町会・自治会連合会 １人

(９) 公募による市民 ２人

(10) 都市建設部長

２ 市長が特に必要と認める場合は，臨時委員を招集することができる。

（任期）

第３条 協議会の委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，委員が欠けた場合

における補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（運営）

第４条 協議会に会長及び副会長を各１人置く。

２ 会長，副会長は委員の互選による。

３ 会長は会務を総理し，これを代表する。

４ 副会長は会長を補佐し，会長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代理す

る。

（会議等）

第５条 協議会は，会長が招集するものとする。

２ 協議会は，委員の過半数の出席をもって成立する。

３ 協議会の議事は，出席委員の過半数でこれを決し，可否同数のときは，会長の決す
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るところによる。

４ 会長は，必要があると認めるときは，関係者の出席を求め，資料の説明又は意見を

聴くことができる。

５ 前各項に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は，協議会の協議により

別に定める。

（専門部会）

第５条の２ 協議会は，特別の事項について調査審議するため，協議会に専門部会を置

くことができる。

２ 会長は，専門部会に属すべき委員を指名する。

３ 専門部会に専門部会長を置き，会長が指名する委員をもって充てる。

４ 専門部会長は，専門部会の会務を総理し，専門部会における審議の状況及び結果を

協議会に報告するものとする。

５ 専門部会の会議は，前条の規定を準用する。

（庶務）

第６条 協議会の庶務は，都市建設部まちづくり推進課において処理する。

（特定空家等の認定）

第７条 条例第 12 条第１項の規定により特定空家等の認定を行ったときは，特定空家

等の認定通知書（第１号様式）により当該認定に係る特定空家等の所有者等に通知す

るものとする。

（氏名等の公表）

第８条 条例第 14 条第１項の規定による公表は，公告，広報こまえへの掲載，インタ

ーネットの利用その他の適切な方法で実施するものとする。

２ 条例第 14 条第２項の規定により意見を述べる機会を与えるときは，当該意見を述

べる機会を与える者に対し，その旨を公表に係る事前の通知書（第２号様式）により

通知するものとする。

３ 前項の規定による通知を受けた者は，書面により意見を述べることができる。

（安全代行措置）

第９条 条例第 15 条第１項の規定による必要な措置の代行を依頼する者（以下「依頼

者」という。）は，安全代行措置依頼書（第３号様式）を市長に提出することにより行

うものとする。

２ 市長は，条例第 15 条第１項の規定による依頼を受けたときは，同条第２項に規定

する措置（以下「安全代行措置」という。）の代行をするか否かを決定し，依頼者に安

全代行措置可否決定通知書（第４号様式）によりその旨を通知するものとする。

３ 市長は，前項の規定により安全代行措置を行う旨を通知したときは，あらかじめ，

当該依頼者に安全代行措置同意書（第５号様式）を提出させるものとする。

４ 市長は，前項の規定による同意及び措置に要する費用の額の納入を確認したときは，

当該措置に係る特定空家等の所有者等に安全代行措置実施通知書（第６号様式）によ

りその旨及び実施日を通知するものとする。

５ 市長は，安全代行措置を行ったときは，当該措置に係る特定空家等の所有者等に安

全代行措置実施完了通知書（第７号様式）によりその旨を通知するものとする。
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（緊急安全措置）

第 10 条 条例第 16条第２項の規定による通知は，緊急安全措置実施結果通知書（第８

号様式）により行うものとする。

２ 条例第 16 条第３項の規則で定める事項は，次の各号に掲げるものとする。

(１) 空家等の所在地及び用途

(２) 所有者等の住所及び氏名（法人にあっては，主たる事務所の所在地，名称及び

代表者の氏名）

(３) 措置を講じた日時

(４) 講じた措置の内容

(５) 措置を講じた理由

(６) 措置に要した費用及び所有者等の費用負担に関する事項

(７) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項

（立入調査等）

第 11 条 法第９条第３項の規定による通知は，立入調査実施通知書（第９号様式）に

より行うものとする。

２ 法第９条第４項の規定による証明書は，立入調査員証（第 10号様式）によるもの

とする。

（特定空家等に対する措置）

第 12 条 法第 14条第２項の規定による勧告は，勧告書（第 11 号様式）により行うも

のとする。

２ 法第 14条第３項の規定による命令は，命令書（第 12 号様式）により行うものとす

る。

３ 法第 14条第４項の規定による通知書の交付は，命令に係る事前の通知書（第 13号

様式）により行うものとする。

４ 法第 14条第７項の規定による通知は，意見聴取会開催通知書（第 14 号様式）によ

り行うものとする。

５ 法第 14条第 11項の規定による標識の設置は，標識（第 15 号様式）により行うも

のとする。

（委任）

第 13 条 この規則の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。

付 則

この規則は，平成 30 年７月１日から施行する。

付 則（平成 30 年 10 月９日規則第 55 号）

この規則は，公布の日から施行する。
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5 狛江市空家等対策庁内連携推進会議の設置及び運営に関する要綱

狛江市空家等対策庁内連携推進会議の設置及び運営に関する要綱

平成27年７月22日

要綱第80号

 （目的及び設置）

第１条 この要綱は，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年法律第 127 号。

以下「法」という。）を受け，狛江市の空家等対策を庁内の関係部署で連携して推進す

るため，必要な事項を調査・検討し，調整及び方針の決定を図るため，空家等対策庁

内連携推進会議（以下「推進会議」という。）を設置し，その運営に関し必要な事項を

定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱における用語の意義は，法の例による。

（所掌事項）

第３条 推進会議は，次に掲げる事項を所掌する。

(１) 市内の空家等に係る現状及び課題に関すること。

(２) 市が策定し実施する他の計画との調整に関すること。

(３) 空家等対策の推進について，必要な事項に関すること。

(４) その他市長が必要と認める事項

（構成）

第４条 推進会議は，次に掲げる者をもって構成する。

(１) 都市建設部長

(２) 政策室長

(３) 安心安全課長

(４) 課税課長

(５) 地域活性課長

(６) 福祉政策課長

(７) 高齢障がい課長

(８) 子ども政策課長

(９) 環境政策課長

(10) まちづくり推進課長

（任期）

第５条 委員の任期は，第３条に規定する所掌事務の完了までとする。

（会長及び副会長）

第６条 推進会議に会長及び副会長を各１人置く。

２ 会長は，都市建設部長とし，副会長は委員の互選による。

３ 会長は，推進会議を代表し，会務を総理する。

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。

（会議）
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第７条 推進会議は，会長が招集するものとする。

２ 推進会議は，委員の過半数の出席をもって成立する。

３ 会議の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，会長の決するところ

による。

４ 会長は，必要があると認めたときは，関係者の出席を求め，資料の説明又は意見を

求めることができる。

（庶務）

第８条 推進会議の庶務は，都市建設部まちづくり推進課において処理する。

（委任）

第９条 この要綱に定めるもののほか，推進会議の運営に関し必要な事項は，推進会議

の協議により別に定める。

付 則

この要綱は，公布の日から施行する。

付 則（令和２年４月１日要綱第 75号抄）

１ この要綱は，公布の日から施行する。
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６ 狛江市特定空家等家屋除却及び樹木伐採助成金交付要綱

狛江市特定空家等家屋除却及び樹木伐採助成金交付要綱

令和２年３月31日

要綱第71号

（目的）

第１条 この要綱は，周辺に著しい影響を及ぼしている特定空家等について，家屋除却

又は樹木伐採に要した費用の一部を助成することにより，市民の安全及び安心の確保

を図るため狛江市補助金等交付規則（昭和 43 年規則第８号）に定めるもののほか，必

要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において，使用する用語の意義は，空家等対策の推進に関する特別措

置法（平成 26年法律第 127 号。以下「法」という。）及び狛江市空家等の適切な管理

及び利活用に関する条例（平成 30 年条例第 15号）によるほか，次のとおりとする。

(１) 家屋除却 建築物又はこれに附属する工作物の撤去工事（整地工事を含む。）

(２) 樹木伐採 樹木の枝分かれ前の幹の切断又は抜根工事

（助成対象事業）

第３条 助成対象事業は，特定空家等の認定の理由となった家屋除却又は樹木伐採で，

次に掲げる要件に該当しないものとする。ただし，市長が特に必要と認めるときは，

この限りでない。

(１) 法第 14条第３項に規定する猶予期限を超えて実施するもの

(２) 第８条に規定する交付決定前に契約をしたもの

(３) 不動産販売，不動産貸付，駐車場貸付等を業とするものが，当該業のために行

うもの

(４) ほかの制度に基づく助成を受けて実施するもの

(５) 家屋除却については，建築基準法（昭和 25年法律第 201 号）第 43条の規定に

よる敷地等と道路との関係を満たしているもの

（助成対象者）

第４条 助成対象者は，次に掲げる要件をいずれも満たす者とする。ただし，市長が特

に必要と認める場合は，この限りでない。

(１) 助成対象となる特定空家等の所有者又は所有者が死亡した場合の相続人（この

条において「助成対象所有者等」という。）であること。この場合において，助成対

象所有者等が複数存在するときは，事業の実施について全ての当該所有者等の合意

がなければならない。

(２) 助成対象所有者等に係る市税の滞納がないこと。

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員でないこと。

(４) 樹木伐採においては，助成対象者の前年の合計所得金額（地方税法（昭和 25

年法律第 226 号）第 292 条第１項第 13号に規定する合計所得金額をいう。）が，東
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京都営住宅条例（平成９年東京都条例第 77 号）第６条第１項第４号ハに定める額に

12を乗じた額以下であること。

（助成金の額）

第５条 狛江市特定空家等家屋除却及び樹木伐採助成金（以下「助成金」という。）の

額は，予算の範囲内で，次の各号に掲げる事業について，当該各号に定める額とする。

(１) 家屋除却 工事に要する費用に２分の１を乗じて得た額とし，１件につき 50

万円を限度とする。

(２) 樹木伐採 工事に要する費用に２分の１を乗じて得た額とし，１本につき

78,800 円，１件当たり５本を限度とする。

２ 前項の規定により算出した助成金の額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は，当該

端数を切り捨てるものとする。

３ 助成金の交付は，特定空家等に対して，家屋除却又は樹木伐採につき，それぞれ１

回限りとする。

（交付申請）

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，狛江市特定

空家等家屋除却及び樹木伐採助成金交付申請書（第１号様式）に事業の内容を確認で

きる書類及び第４条第１号後段に該当する場合は同意書（共有者・相続人用）（第１号

様式の２）を添えて，市長に提出しなければならない。

（交付決定）

第７条 市長は，前条の規定による申請を受けたときは，助成の可否を決定し，狛江市

特定空家等家屋除却及び樹木伐採助成金交付決定通知書（第２号様式）又は狛江市特

定空家等家屋除却及び樹木伐採助成金不交付決定通知書（第３号様式）により申請者

に通知するものとする。

（交付決定の変更等）

第８条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

が，申請の内容を変更する場合は，狛江市特定空家等家屋除却及び樹木伐採助成金変

更承認申請書（第４号様式）を市長に提出し，承認を受けなければならない。

２ 市長は，前項の規定による変更内容が適当であると認めるときは，狛江市特定空家

等家屋除却及び樹木伐採助成金変更承認通知書（第５号様式）又は狛江市特定空家等

家屋除却及び樹木伐採助成金変更不承認通知書（第６号様式）により，当該交付決定

者に通知するものとする。

３ 交付決定者は，交付決定を受けた事業を中止する場合は，狛江市特定空家等家屋除

却及び樹木伐採事業中止届（第７号様式）を市長に提出しなければならない。

（実績報告）

第９条 交付決定者は，助成対象事業を完了したときは，狛江市特定空家等家屋除却及

び樹木伐採助成金実績報告書（第８号様式）に必要な書類を添えて，当該年度内に報

告しなければならない。

（額の確定）

第 10 条 市長は，前条の規定による実績報告書により交付決定に係る内容及び付した

条件に適合すると認めるときは，助成金の額を確定し，狛江市特定空家等家屋除却及

び樹木伐採助成金額確定通知書（第９号様式）により交付決定者に通知するものとす
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る。

（請求）

第 11 条 前条の規定による通知を受けた者は，狛江市特定空家等家屋除却及び樹木伐

採助成金請求書（第 10 号様式）により速やかに市長に助成金を請求しなければならな

い。

（委任）

第 12 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。

付 則

１ この要綱は，令和２年４月１日から施行する。

２ この要綱は，令和７年３月 31日限り，その効力を失う。
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7 狛江市空家等対策推進協議会準備会 委員名簿

敬称略

選 出 区 分 氏 名 所 属 等 備考

１
建築・まちづくり関係の

学識経験者
松本 暢子

大妻女子大学 社会情報学部

環境情報学専攻 教授
会長

２
社会福祉関係の

学識経験者
須田 仁

聖徳大学 心理・福祉学部

社会福祉学科 准教授

３ 弁護士 佐藤 康之
東京弁護士会

松田綜合法律事務所

４ 不動産関係団体 藤田 克彦
東京都宅地建物取引業協会

調布狛江支部 幹事長
副会長

５ 建築士事務所協会 比留間 力三

（一社）東京都建築士事務所協会

南部支部 空家利活用推進協議会

委員・事務局

６ 狛江市社会福祉協議会 大山 寛人
狛江市社会福祉協議会

サービス事業課 課長補佐

７ 民生委員 市川 衛
狛江市民生委員児童委員協議会

代表会長

８
狛江市町会・

自治会連合会
進藤 実 岩戸町会 会長

９ 公募による市民 渡部 環

10 公募による市民 古林 孝一

11 都市建設部長 石橋 啓一 狛江市 都市建設部長

12 臨時委員 尾關 桂子
東京都多摩建築指導事務所

建築指導第一課長
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8 狛江市空家等対策推進協議会準備会経過

狛江市空家等対策推進協議会準備会では、平成29年度に狛江市空家等対策

計画の策定、狛江市空家等の適切な管理及び利活用に関する条例の制定に向け、

以下のとおり審議を行いました。

開催年月日 主な検討事項等

第１回 平成29年５月31日

○狛江市空家等対策推進協議会準備会の

位置づけ及び議事録の取扱いについて

○会長及び副会長の選任について

○狛江市空家等対策推進協議会準備会

スケジュール案について

○狛江市における空家等の現状について

○（仮称）狛江市空家等の適切な管理及び利活用

に関する条例（案）について

○「狛江市空家等対策計画」の構成案について

○空家等所有者等へのアンケートについて

第２回 平成29年７月４日

○スケジュールについて

○（仮称）狛江市空家等対策計画（案）について

○（仮称）狛江市空家等の適切な管理及び利活用

に関する条例（案）について

○空家等所有者等へのアンケートについて

第３回 平成29年９月28日

○（仮称）狛江市空家等対策計画（案）について

○（仮称）狛江市空家等の適切な管理及び利活用

に関する条例（案）について

第４回 平成29年10月24日 ○（仮称）狛江市空家等対策計画について

第５回 平成30年１月30日

○パブリックコメントの実施結果について

○狛江市空家等対策計画（案）について

○狛江市空家等の適切な管理及び利活用に

関する条例（案）について
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９ 狛江市空家等対策推進協議会 委員名簿

令和４年10月31日時点

敬称略

選 出 区 分 氏 名 所 属 等 備考

１
建築・まちづくり関係の

学識経験者
松本 暢子

大妻女子大学 社会情報学部

環境情報学専攻 教授
会長

２
社会福祉関係の

学識経験者
須田 仁

聖徳大学 心理・福祉学部

社会福祉学科 准教授

３ 弁護士 佐藤 康之
東京弁護士会

松田綜合法律事務所

４ 不動産関係団体 藤田 克彦
東京都宅地建物取引業協会

調布狛江支部 幹事長
副会長

５ 建築士事務所協会 比留間 力三

（一社）東京都建築士事務所協会

南部支部 空家利活用推進協議会

委員・事務局

６ 狛江市社会福祉協議会 大山 寛人
狛江市社会福祉協議会

サービス事業課 課長補佐

７ 民生委員 谷田部 茂

８
狛江市町会・

自治会連合会
児崎 豊満

９ 公募による市民 都築 完

10 公募による市民 髙辻 成彦

11 都市建設部長 小俣 和俊 狛江市 都市建設部長

12 臨時委員 名取 伸明
東京都多摩建築指導事務所

所長（建築指導第一課長事務取扱）

13 臨時委員 古林 孝一
東京都行政書士会

調布支部副支部長
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10 狛江市空家等対策推進協議会経過

狛江市空家等対策推進協議会は、狛江市空家等対策推進協議会準備会を経て、

平成30年度から狛江市の空家等対策を推進するため設置され、必要な協議等

を行っております。

開催年月日 主な検討事項等

平成30年度

第１回
平成 30 年８月 15 日

○特定空家等の認定について

○各団体との協定締結について

平成30年度

第２回
平成 30 年 11 月 29 日

○特定空家等候補の現状及び今後の対応に

ついて

○台風 24 号を原因とする空家等による被害

について

平成31年度

第１回
令和元年７月 23 日

○特定空家等候補の現状について

○立入調査の結果報告及び特定空家等の認

定について

○利活用意向調査のアンケート内容につい

て

平成31年度

第２回
令和元年 10 月 28 日

○立入調査結果報告について

○特定空家等として答申を受けた４件につ

いて（進捗報告）

○立入調査対象の選別基準について

〇特定空家等の解除について

〇空家の利活用に関するアンケート結果に

ついて（報告）

平成31年度

第３回
令和２年１月 28 日

○特定空家等と認定した５件について（進捗

報告）

○特定空家等と認定した４件の勧告諮問に

ついて

○特定空家等の解除について（再検討）

○空家の利活用について

〇新規特定空家等候補について

令和２年度

第１回

（書面開催）

令和２年７月 17 日

○特定空家等と認定した５件の進捗報告及

び内３件の認定解除について

○新規特定空家等候補について

○狛江市特定空家等家屋除却及び樹木伐採

助成金交付要綱について

○特定空家等と認定した１件の勧告諮問に

ついて
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令和２年度

第２回
令和２年 11 月 12 日

○特定空家等と認定した２件の進捗報告に

ついて

○令和２年度特定空家等候補について（立入

調査検討）

○空家等対策に向けた新規事業について

○令和２年度空家等セミナー個別相談会に

ついて

〇空家利活用検討物件のその後について（報

告）

令和３年度

第１回
令和３年９月 10 日

○立入調査の実施体制の見直しについて

○特定空家等と認定した２件の進捗報告に

ついて

○空家等実態調査及び東京電力パワーグリ

ッドとの協定について

令和３年度

第２回
令和４年２月４日

○立入調査の結果及び特定空家等の認定（諮

問）について

○特定空家等と認定した２件の進捗状況及

び１件の認定解除について

○令和３年度空家セミナーについて

〇空家等利活用の取り組みについて

令和４年度

第１回
令和４年７月５日

○特定空家等（新規認定３件、既存１件）の

進捗報告について

○新たに特定空家等と認定した３件の勧告

諮問について

○令和３年度空家等実態調査の結果につい

て

〇新規特定空家等候補について

○特定空家等の解除ガイドラインの改正に

ついて
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11 狛江市空家等対策庁内連携推進会議 委員名簿

令和４年10月31日時点

職 備 考

１ 都市建設部長 会長

２ 安心安全課長

３ 政策室長

４ 課税課長

５ 地域活性課長

６ 福祉政策課長

７ 高齢障がい課長

８ 子ども政策課

９ 環境政策課長

10 まちづくり推進課長 副会長
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12 狛江市空家等対策庁内連携推進会議経過

狛江市空家等対策庁内連携推進会議は、空家法の制定を受け、平成27年度

より狛江市の空家等対策を推進するため設置され、必要な協議等を行っており

ます。

開催年月日 主な検討事項等

第１回 平成27年８月24日

○空家等の現状の課題について

○各課の担当事項について

○今年度調整する事項について

第２回 平成27年10月５日
○空家等対策計画等について

○予算要望事項について

第３回 平成27年12月25日

○空家等対策の推進に関する特別措置法の

施行状況について

○他市の空家条例の検討状況について

○空家実態調査における調査項目について

第４回 平成28年５月９日

○強風による被害状況の報告について

○狛江市の空家対策に関する今後の方向性

について（緊急時の対応に関する近隣区

市の事例等）

○空き家実態調査等委託について

第５回 平成28年８月８日

○空家等対策についての条例等策定状況に

関する調査の結果報告

○空家の発生を抑制するための特例措置

について

○空家実態調査等委託のプレ調査・

一巡目調査結果について

○緊急時対応用の連絡網について

第６回 平成28年10月６日
○空家実態調査等中間報告について

○空家等対策計画について

○譲渡所得の特別控除について

第７回 平成28年12月21日
○空家等対策計画策定について

○空家の利活用に関するアンケート

調査結果 中間報告について

第８回 平成29年１月18日 ○空家等実態調査結果の報告について
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開催年月日 主な検討事項等

第９回 平成29年４月26日

○（仮称）狛江市空家等対策計画策定及び

狛江市空家等対策推進協議会準備会につ

いて

○（仮称）狛江市空家等の適切な管理及び

利活用に関する条例事務局案について

第10回 平成29年６月21日

○スケジュール等について

○空家等所有者等へのアンケートについて

○（仮称）狛江市空家等対策計画（案）

について

○（仮称）狛江市空家等の適切な管理及び

利活用に関する条例（案）について

第11回 平成29年８月17日

○（仮称）狛江市空家等対策計画（案）

について

○（仮称）狛江市空家等の適切な管理及び

利活用に関する条例（案）について

第12回 平成29年９月13日

○（仮称）狛江市空家等対策計画（案）

について

○（仮称）狛江市空家等の適切な管理及び

利活用に関する条例（案）について

第13回 平成29年10月18日
○（仮称）狛江市空家等対策計画（案）

について

第14回 平成30年１月17日

○パブリックコメント等の結果について

○狛江市空家等の適切な管理及び利活用に

関する条例施行規則（案）について

平成30年度

第１回
平成30年８月７日

○特定空家等の認定について

○各団体との協定締結について

平成30年度

第２回
平成30年11月１日

○特定空家等候補の現状及び今後の対応に

ついて

○台風 24 号を原因とする空家等による被害

について

〇空家等に係る苦情対応について

平成30年度

第３回
平成31年２月６日

○空家等所有者の所在確認について

〇立入調査を行う空家等について

平成31年度

第１回
令和元年７月10日

○特定空家等候補の現状について

○立入調査の結果報告及び特定空家等の認定

について

〇利活用意向調査のアンケート内容について
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平成31年度

第２回
令和元年10月18日

○立入調査結果報告について

○特定空家等として答申を受けた４件につい

て（進捗報告）

○立入調査対象の選別基準について

〇特定空家等の解除について

〇空家の利活用に関するアンケート結果につ

いて

平成31年度

第３回
令和２年１月17日

○特定空家等と認定した５件について（進捗

報告）

○特定空家等と認定した４件の勧告諮問につ

いて

○特定空家等の解除について（再検討）

○空家の利活用について

〇新規特定空家等候補について

令和２年度

第１回

（書面開催）

令和２年７月６日

○特定空家等と認定した５件の進捗報告及び

内３件の認定解除について

○特定空家等と認定した１件の勧告諮問につ

いて

○新規特定空家等候補について

○狛江市特定空家等家屋除却及び樹木伐採助

成金交付要綱について

令和２年度

第２回
令和２年 10 月 30 日

○特定空家等と認定した２件の進捗報告につ

いて

○令和２年度特定空家等候補について（立入

調査検討）

○空家等対策に向けた新規事業について

〇令和２年度空家セミナー・個別相談会につ

いて

○空家利活用検討物件のその後について（報

告）

令和３年度

第１回
令和3年８月25日

○立入調査の実施体制の見直しについて

○特定空家等と認定した２件の進捗報告につ

いて

○空家等実態調査及び東京電力パワーグリッ

ドとの協定について

令和３年度

第２回
令和４年１月13日

○立入調査の結果報告及び特定空家等の認定

について

○特定空家等認定した２件の進捗報告及び１

件の認定解除について

○令和３年度空家セミナーについて

〇空家等利活用の取り組みについて
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令和４年度

第１回
令和４年６月14日

○特定空家等（新規認定３件、既存１件）の

進捗報告について

○新たに特定空家等と認定した３件の勧告諮

問について

○令和３年度空家等実態調査の結果について

〇新規特定空家等候補について

○特定空家等の解除ガイドラインの改正等に

ついて

令和４年度

第２回
令和４年10月21日

○特定空家等の進捗報告について

○新規特定空家等候補について（立入調査案

件検討）

○狛江市空き家バンクの開設について
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13 狛江市の「空家のワンストップ相談窓口」
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14 アンケート用紙

平成 28（2016）年度調査

空家の利活用に関するアンケート調査

平素より、狛江市政にご理解ご協力をいただきありがとうございます。近年全国的に

空家の数が増加しており、狛江市においても市民の方から日々多くの相談が寄せられて

おります。平成 27 年２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行され、空

家施策に関する各々の責務について、明らかにされたところです。狛江市では、平成 28

年５月より空家実態調査を実施しています。その中で、空家だと思われる家屋について、

対象物件の所有者様の現状や利活用に関する意向等を把握することを目的に、この度、

アンケート調査を実施します。大変お手数ではございますが、今後のまちづくりに向け

て、調査の趣旨をご理解いただき、ご協力くださいますようお願い申し上げます。

※回答いただいた内容は、匿名のデータとして統計的に処理しますので、所有者の方の

個人情報が公表されることは、一切ございません。

※このアンケートの送付先は、空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条（税情報

の利用）の規定に基づき、納税通知書の送付先に送らせていただいております。

※所有している住宅が空家ではないにもかかわらず、本調査票が届いた場合は、大変お

手数ではございますが、以下の問合せ先までご連絡をお願いいたします。

対 象：狛江市内に存する一戸建て住宅のうち、空家と思われる建築物

回答期日：平成 29 年 1 月 13 日（金）・同封の返信用封筒でご返信ください。

お問合わせ先

狛江市都市建設部まちづくり推進課 担当 富永、福井、鈴木
電話：03-3430-1309 メール：machisuit01@city.komae.lg.jp
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問１：対象の住宅は、平成 28 年 11 月１日時点で、空家ですか（一つを選択）。

１，空家である（管理しているものを含む）

２，居住しており、空家ではない

３，賃貸、売却等利用が決定しており、空家ではない

問２：対象の住宅の築年時をお教えください（記述式）。

明治・大正・昭和・平成 [ ]年に建築

問３：対象の住宅の改修状況（リフォーム等）をお教えください（選択記述式）。

１，改修済みである（ 明治・大正・昭和・平成 [ ]年に改修）

２，改修しておらず、改修の予定がある（平成 [ ]年 予定）

３，改修しておらず、改修の予定はない

４，不明

問４：対象の住宅について、耐震改修の状況をお教えください（選択記述式）。

１，耐震改修済みである（ 明治・大正・昭和・平成 [ ]年に耐震改修）

２，耐震改修しておらず、耐震改修の予定がある（平成 [ ]年 予定）

３，耐震改修しておらず、耐震改修の予定はない

４，不明

問５：空家となった理由を教えてください（一つを選択）。

１，居住者が高齢となり、マンション等へ転居したため

２，居住者が高齢となり、子ども世帯と別の住宅で暮らすため

３，居住者が高齢となり、亡くなったまたは介護施設等へ入所したため

４，居住者が増えた等、暮らしに変化が生じて転居したため

５，転勤や入院等で一時的に転居しているため

６，住宅を購入し所有したが、転入しなかったため

７，賃借人が退去したため

８，その他（ ）

問６：どのくらいの期間、空家となっていますか（一つを選択）。

１，半年未満 ４，十年未満

２，一年未満 ５，十年以上

３，三年未満 ６，不明

２，３，を選択した方は、以上で

終了です。

ご協力ありがとうございました。
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問７：空家をどのように管理していますか（一つを選択及び記述）。

１，所有者または家族等が管理している

２，近隣の方や自治会等に管理を依頼している

３，管理業者に管理を委託している

４，管理していない（理由： ）

５，その他（ ）

問８：管理の頻度をお教えください（一つを選択）。

１，週に１～数回程度 ６，していない

２，月に１～３回程度 ７，不明

３，半年に１回程度

４，年に１回程度

５，数年に１回程度

問９：現在、空家をどのように利用していますか（複数選択可）。

１，不動産物件として募集している（賃貸用・売却用等）

２，一時的な居住場所として利用している（別荘・出張時用等）

３，居住以外の目的で利用している（物置等）

４，人が集まる場所として利用している（集会所等）

５，特に利用していない

６，その他（ ）

問 10：今後、空家をどのように利用したいですか（複数選択可）。

１，賃貸物件として利用したい

２，売却して処分したい

３，家族や親戚と住むための住居としたい

４，物置等として利用したい

５，建物を取り壊し、更地にしたい

６，地域や市役所で利用してもらってもよい

７，特に利用したいと思わない

８，市に寄付をしたい

９，その他（ ）
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＜問 10 で「６，地域や市役所で利用してもらってもよい」と回答した方に伺います。＞

問 11：どれくらいの賃料ならば、空家を貸してもよいと思いますか（複数選択可）。

１，固定資産税・都市計画税額程度

２，周辺の賃貸物件の賃料の半額程度

３，周辺の賃貸物件の賃料程度

４，特に賃料は求めない

５，有償・無償を問わず、貸したくない

６，その他の賃料（ ）

＜引き続き、問 10 で「６，地域や市役所で利用してもらってもよい」と回答した方に伺います。＞

問 12：賃料以外に、空家を貸してもよいと思う条件があればお教えください（記述式）。

条件（ ）

問 13：空家について困っていることや、質問等があれば教えてください（複数選択可）。

１，借り手や買い手がなかなか見つからない。

２，定期的な管理や手入れが、なかなかできない。

３，売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない。

４，居住したくても、リフォーム費用などの資金が用意できない。

５，売却したくても、解体費などの資金が用意できない。

６，売却や改築等したいが、土地の建築条件が悪い。

７，売却等したいが、相続問題等で所有者や管理する者同士で決定できない。

８，売却や賃貸、リフォーム、相続など、相談する所がわからない。

９，不審者による放火や不法侵入等が心配である。

10，建物や塀が老朽化しており、倒壊しないか心配である。

11，特に困っていることはない

12，その他（ ）

問 14：空家についての支援で利用したい項目はありますか（複数選択可）。

１，住宅の管理を行う業者や NPO 法人等の情報の提供

２，空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等をまとめた情報の提供

３．庭木の剪定等を行う業者の紹介

４，空家管理についての市の相談窓口

５，空家を利活用したい方への情報提供（空家バンクへの登録等）

６，不動産業、法律等の専門家で構成する総合的な相談窓口

７，不動産団体や家財整理を行う NPO 法人等の斡旋、紹介

８，金融機関が行う空家解体費の融資制度等の情報の提供

９，特に利用したい支援はない

10，その他（ ）

ご協力ありがとうございました
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平成 29（2017）年度調査

狛江市にお持ちの空家と思われる住宅の所有者様を対象

にお送りしております。

平素より、狛江市政にご理解ご協力をいただきありがとうございます。近年全国的に空家

の数が増加しており、狛江市においても市民の方から日々多くの相談が寄せられております。

平成 27 年２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行され、空家施策に関する

各々の責務について、明らかにされたところです。

狛江市においても、平成 28 年５月より空家等対策について検討を始めています。今年度

は、「（仮称）狛江市空家等の適正な管理及び利活用に関する条例」の制定および「（仮称）

狛江市空家等対策計画」の策定に向けて活動を進めていく予定です。そこで、空家と思われ

る家屋について、対象物件の所有者様の現状や利活用に関する意向等を把握し上記の条例や

計画に活用することを目的に、この度、アンケート調査を実施します。

大変お手数ではございますが、今後のまちづくりに向けて、調査の趣旨をご理解いただき、

ご協力くださいますようお願い申し上げます。

※所有者の方の個人情報が公表されることは、一切ございません。

※このアンケートの送付先は、空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条（税情報の利

用）の規定に基づき、納税通知書の送付先に送らせていただいております。

※所有している住宅が空家ではないにもかかわらず、本調査票が届いた場合は、何卒ご容赦

いただき、問１のみご回答いただけますと幸いです。

対 象：狛江市内に存する一戸建て住宅のうち、空家と思われる建築物

回答期日：平成 29 年８月 23 日（水）・同封の返信用封筒でご返信ください。

お問合わせ先

狛江市都市建設部まちづくり推進課 担当 富永、福井、鈴木

電話：03-3430-1309 メール：machisuit01@city.komae.lg.jp

空家に関するアンケートへのご協力のお願い

一戸建用 1
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回答は、設問ごとに選択肢の中からあてはまる番号等に○印の記入や、記述してください。

問 1 対象の住宅は、平成 29 年８月１日時点で、空家ですか（一つを選択。3 を選択の場

合は記述）。

問 2 対象の住宅の建築年をお教えください（選択及び記述）。

問 3 対象の住宅の改修状況（リフォーム等）をお教えください（一つを選択及び記述）。

問 4 対象の住宅について、耐震改修の状況をお教えください（一つを選択及び記述）。

問 5 空家となった理由を教えてください（一つを選択）。

１．空家である（管理しているものを含む）

２．居住しており、空家ではない

３．賃貸、売却等利用が決定しており、空家ではない

（空家でなくなる時期：[ ]年[ ]月）

２，３，を選択した方は、以上で

終了です。

ご協力ありがとうございました。

明治・大正・昭和・平成 [ ]年に建築

１．改修済みである（昭和・平成 [ ]年に改修）

２．改修しておらず、改修の予定がある（平成 [ ]年 予定）

３．改修しておらず、改修の予定はない

４．不明

１．耐震改修済みである（昭和・平成 [ ]年に耐震改修）

２．耐震改修しておらず、耐震改修の予定がある（平成 [ ]年 予定）

３．耐震改修しておらず、耐震改修の予定はない

４．不明

１．居住者が高齢となり、マンション等へ転居したため

２．居住者が高齢となり、子ども世帯と別の住宅で暮らすため

３．居住者が高齢となり、亡くなったまたは介護施設等へ入所したため

４．居住者が増えた等、暮らしに変化が生じて転居したため

５．転勤や入院等で一時的に転居しているため

６．住宅を購入し所有したが、転入しなかったため

７．賃借人が退去したため

８．その他（ ）

アンケート調査票
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問 6 どのくらいの期間、空家となっていますか（一つを選択）。

問 7 空家をどのように管理していますか（一つを選択及び記述）。

問 8 管理の頻度をお教えください（一つを選択）。

問 9 現在、空家をどのように利用していますか（複数選択可）。

１．１年未満 ４．１０年以上

２．１年～３年未満 ５．不明

３．３年～１０年未満

１．所有者または家族等が管理している

２．近隣の方や自治会等に管理を依頼している

３．管理業者に管理を委託している

４．管理していない（理由： ）

５．その他（ ）

１．週に１～数回程度 ６．していない

２．月に１～３回程度 ７．不明

３．半年に１回程度

４．年に１回程度

５．数年に１回程度

１．不動産物件として募集している（賃貸用・売却用等）

２．一時的な居住場所として利用している（別荘・出張時用等）

３．居住以外の目的で利用している（物置等）

４．人が集まる場所として利用している（集会所等）

５．特に利用していない

６．その他（ ）
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問 10 今後、空家をどのように利用したいですか（複数選択可）。

問 11 問 10 で「６．地域や市役所で利用してもらってもよい」を選択した方に伺います。

どれくらいの賃料ならば、空家を貸してもよいと思いますか（複数選択可）。

問 12 引き続き問 10 で「６．地域や市役所で利用してもらってもよい」を選択した方に

伺います。賃料以外に、空家を貸してもよいと思う条件があればお教えください

（記述）。

１．賃貸物件として利用したい

２．売却して処分したい

３．家族や親戚と住むための住居としたい

４．物置等として利用したい

５．建物を取り壊し、更地にしたい

６．地域や市役所で利用してもらってもよい

７．特に利用したいと思わない

８．市に寄付したい

９．その他（ ）

１．固定資産税・都市計画税額程度

２．周辺の賃貸物件の賃料の半額程度

３．周辺の賃貸物件の賃料程度

４．特に賃料は求めない

５．その他の賃料（ ）

条件（ ）
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問 13 空家について困っていることや、質問等があれば教えてください（複数選択可）。

問 14 空家についての支援で利用したい項目はありますか（複数選択可）。

（※）狛江市において既に実施している支援制度

アンケートは以上で終了です。ご協力ありがとうございました。

１．借り手や買い手がなかなか見つからない。

２．定期的な管理や手入れが、なかなかできない。

３．売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない。

４．居住したくても、リフォーム費用などの資金が用意できない。

５．売却したくても、解体費などの資金が用意できない。

６．売却や改築等したいが、土地の建築条件が悪い。

７．売却等したいが、相続問題等で所有者や管理する者同士で決定できない。

８．売却や賃貸、リフォーム、相続など、相談する所がわからない。

９．不審者による放火や不法侵入等が心配である。

10．建物や塀が老朽化しており、倒壊しないか心配である。

11．特に困っていることはない

12．その他（ ）

１．住宅の管理を行う業者や NPO 法人等の情報の提供

２．空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等をまとめた情報の提供

３．庭木の剪定等を行う業者の紹介（※）

４．空家管理についての市の相談窓口

５．木造住宅耐震アドバイザー制度（簡易耐震診断制度（無料））（※）

６．空家を利活用したい方への情報提供（空家バンクへの登録等）

７．不動産業、法律等の専門家で構成する総合的な相談窓口

８．不動産団体や家財整理を行う NPO 法人等の斡旋、紹介

９．金融機関が行う空家解体費の融資制度等の情報提供

10．国、東京都が行う賃貸利用のための改修費補助等の情報提供

11．特に利用したい支援はない

12．その他（ ）
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平成 29（2017）年度調査

狛江市にお持ちの空家と思われる住宅の所有者様を対象

にお送りしております。

平素より、狛江市政にご理解ご協力をいただきありがとうございます。また、本年１月に

実施しました、空家だと思われる家屋の所有者様の現状や利活用に関する意向等の把握のた

めのアンケート調査にご協力いただき誠にありがとうございました。

さて、前回のアンケート調査時にもお伝えしたとおり、狛江市では、平成 28 年５月より

空家等対策について検討を始めております。今年度は、これまでの調査結果をもとに「（仮

称）狛江市空家等の適正な管理及び利活用に関する条例」を制定するとともに、「（仮称）狛

江市空家等対策計画」を策定することといたしました。

つきましては、最新の状況把握のため、再度、アンケート調査を実施します。大変お手数

ではございますが、今後のまちづくりに向けて、調査の趣旨をご理解いただき、ご協力くだ

さいますようお願い申し上げます。

※所有者の方の個人情報が公表されることは、一切ございません。

※このアンケートの送付先は、空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条（税情報の利

用）の規定に基づき、納税通知書の送付先に送らせていただいております。

※所有している住宅が空家ではないにもかかわらず、本調査票が届いた場合は、何卒ご容赦

いただき、問１のみご回答いただけますと幸いです。

対 象：狛江市内に存する一戸建て住宅のうち、空家と思われる建築物

回答期日：平成 29 年８月 23 日（水）・同封の返信用封筒でご返信ください。

お問合わせ先

狛江市都市建設部まちづくり推進課 担当 富永、福井、鈴木

電話：03-3430-1309 メール：machisuit01@city.komae.lg.jp

空家に関するアンケートへのご協力のお願い

一戸建用 ２
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回答は、設問ごとに選択肢の中からあてはまる番号等に○印の記入や、記述してください。

問 1 対象の住宅は、平成 29 年８月１日時点で、空家ですか（一つを選択。3 を選択の場

合は記述も）。

問 2 対象の住宅の改修状況（リフォーム等）をお教えください（選択及び記述）。

問 3 対象の住宅について、耐震改修の状況をお教えください（選択及び記述）。

問 4 現在、空家をどのように管理していますか（一つを選択及び記述）。

アンケート調査票

１．前回のアンケート調査前に既に改修済みである

２．前回のアンケート調査以降に改修をおこなった

３．改修しておらず、改修の予定がある（平成 [ ]年 予定）

４．改修しておらず、改修の予定はない

５．不明

１．前回のアンケート調査前に既に耐震改修済みである

２．前回のアンケート調査以降に耐震改修をおこなった

３．耐震改修しておらず、耐震改修の予定がある（平成 [ ]年 予定）

４．耐震改修しておらず、耐震改修の予定はない

５．不明

１．所有者または家族等が管理している

２．近隣の方や自治会等に管理を依頼している

３．管理業者に管理を委託している

４．管理していない（理由： ）

５．その他（ ）

１．空家である（管理しているものを含む）

２．居住しており、空家ではない

３．賃貸、売却等利用が決定しており、空家ではない

（空家でなくなる時期：[ ]年[ ]月）

２，３，を選択した方は、以上で終

了です。

ご協力ありがとうございました。
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問 5 管理の頻度をお教えください（一つを選択）。

問 6 現在、空家をどのように利用していますか（複数選択可）。

問 7 今後、空家をどのように利用したいですか（複数選択可）。

問 8 問 7 で「６．地域や市役所で利用してもらってもよい」を選択した方に伺います。

どれくらいの賃料ならば、空家を貸してもよいと思いますか（複数選択可）。

１．週に１～数回程度 ６．していない

２．月に１～３回程度 ７．不明

３．半年に１回程度

４．年に１回程度

５．数年に１回程度

１．不動産物件として募集している（賃貸用・売却用等）

２．一時的な居住場所として利用している（別荘・出張時用等）

３．居住以外の目的で利用している（物置等）

４．人が集まる場所として利用している（集会所等）

５．特に利用していない

６．その他（ ）

１．賃貸物件として利用したい

２．売却して処分したい

３．家族や親戚と住むための住居としたい

４．物置等として利用したい

５．建物を取り壊し、更地にしたい

６．地域や市役所で利用してもらってもよい

７．特に利用したいと思わない

８．市に寄付したい

９．その他（ ）

１．固定資産税・都市計画税額程度

２．周辺の賃貸物件の賃料の半額程度

３．周辺の賃貸物件の賃料程度

４．特に賃料は求めない

５．その他の賃料（ ）
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問 9 引き続き問 7 で「６．地域や市役所で利用してもらってもよい」を選択した方に伺

います。賃料以外に、空家を貸してもよいと思う条件があればお教えください。

（記述式）

問 10 空家について困っていることや、質問等があれば教えてください（複数選択可）。

問 11 空家についての支援で利用したい項目はありますか（複数選択可）。

（※）狛江市において既に実施している支援制度

アンケートは以上で終了です。ご協力ありがとうございました。

条件（ ）

１．借り手や買い手がなかなか見つからない。

２．定期的な管理や手入れが、なかなかできない。

３．売却や賃貸したくても、家財の整理がなかなかできない。

４．居住したくても、リフォーム費用などの資金が用意できない。

５．売却したくても、解体費などの資金が用意できない。

６．売却や改築等したいが、土地の建築条件が悪い。

７．売却等したいが、相続問題等で所有者や管理する者同士で決定できない。

８．売却や賃貸、リフォーム、相続など、相談する所がわからない。

９．不審者による放火や不法侵入等が心配である。

10．建物や塀が老朽化しており、倒壊しないか心配である。

11．特に困っていることはない

12．その他（ ）

１．住宅の管理を行う業者や NPO 法人等の情報の提供

２．空家管理のチェック項目やご近所への配慮事項等をまとめた情報の提供

３．庭木の剪定等を行う業者の紹介（※）

４．空家管理についての市の相談窓口

５．木造住宅耐震アドバイザー制度（簡易耐震診断制度（無料））（※）

６．空家を利活用したい方への情報提供（空家バンクへの登録等）

７．不動産業、法律等の専門家で構成する総合的な相談窓口

８．不動産団体や家財整理を行う NPO 法人等の斡旋、紹介

９．金融機関が行う空家解体費の融資制度等の情報提供

10．国、東京都が行う賃貸利用のための改修費補助等の情報提供

11．特に利用したい支援はない

12．その他（ ）
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平成 29（2017）年度調査

狛江市内の分譲マンションの管理組合様を対象にお送り

しております。

平素より、狛江市政にご理解ご協力をいただきありがとうございます。近年全国的に空家

の数が増加しており、狛江市においても市民の方から日々多くの相談が寄せられております。

平成 27 年２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行され、空家施策に関する

各々の責務について、明らかにされたところです。

狛江市においても、平成 28 年５月より空家等対策について検討を始めています。今年度

は、より幅広い対策を検討するため、分譲マンションの空室の状況や、空室があることで抱

える課題等の把握、さらには空室の利活用について検討することを目的に、この度、分譲マ

ンションの管理組合様を対象に、アンケート調査を実施します。この調査結果は、今年度策

定を予定している「（仮称）狛江市空家等対策計画」の基礎資料として活用します。

大変お手数ではございますが、今後のまちづくりに向けて、調査の趣旨をご理解いただき、

ご協力くださいますようお願い申し上げます。

※所有者の方の個人情報や個別のマンションの回答内容が公表されることは、一切ございま

せん。

※このアンケートは、マンション管理セミナー開催のお知らせを送付している管理組合様に

送らせていただいております。

対 象：狛江市内に存する分譲マンション

回答期日：平成 29 年８月 23 日（水）・同封の返信用封筒でご返信ください。

お問合わせ先

狛江市都市建設部まちづくり推進課 担当 富永、福井、鈴木

電話：03-3430-1309 メール：machisuit01@city.komae.lg.jp

分譲マンションの管理や空室に関する

アンケートへのご協力のお願い

分譲マンション・管理組合用
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回答は、設問ごとに選択肢の中からあてはまる番号等に○印の記入や、記述してください。

問 1 この調査にお答えいただく方をご記入ください（選択及び記述）。

1．マンションの概要についておたずねします

問 2 マンション建物の概要について、分かる範囲でご記入ください。

（1）本体について（選択及び記述）。

※）大規模修繕：建物の基本性能を維持するために計画的に行う全棟規模の修繕工事のこと。

※）大規模改修：大規模修繕に加え、建物の機能や性能を高める工事のこと。

用途 １．住宅のみ ２．住宅と店舗等が併設 ３．１と２の両方

竣工年月日 昭和・平成 年 月 日

構造

１．鉄筋コンクリート造（RC 造）

２．鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC 造）

３．鉄骨造（Ｓ造）

４．その他（ ）

敷地面積 ㎡ 建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡

大規模修繕・

改修状況(※)

１．修繕済（昭和・平成 年に修繕） ３．未修繕

２．改修済（昭和・平成 年に改修） ４．未改修

耐震診断 １．診断済（耐震性あり・耐震性なし） ２．未診断

耐震改修 １．耐震改修済 ２．未改修

階数 地上 階 地下 階

全戸数 戸

戸数(内訳) 住宅 戸 店舗 戸 事務所等 戸

住戸の間取

り

１．１ルーム・１Ｋ 戸 ４．２ＬＤＫ・３ＤＫ 戸

２．１ＤＫ・２Ｋ 戸 ５．３ＬＤＫ・４ＤＫ 戸

３．１ＬＤＫ・２ＤＫ 戸 ６．４ＬＤＫ以上 戸

アンケート調査票

１．管理組合理事長 ２．管理組合役員等

３．その他（具体的に： ）
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＜問 2 の続き＞

（2）供用施設・付帯施設について（選択及び記述）。

2．マンションの空室の状況についておたずねします

問 3 マンションの空室（居住実体がない住戸）の状況について、最新（現状）の戸数を

教えてください。また、平成 25 年時点での状況を、最新（現状）の状況との比較

で選択してください（選択及び記述）。

問 4 （現状）平成 年 月現在、空室となっている期間を戸数別に教えてください

（選択及び記述）。

3．マンションの管理状況についておたずねします

問５ マンションには管理員がいますか（一つを選択）。

（現状）平成 年 月現在：空室戸数 戸

平成 25 年 月現在：現状より（多い・少ない・同等・把握していない）

「0」戸と回答した方は、以上で

終了です。

ご協力ありがとうございました。

１．駐車場 台 ７．スロープ設置

２．自転車置場 台 ８．身障者用駐車場

３．バイク置場 台 ９．室内のバリアフリー設計

４．エレベーター 基 10．車いす対応エレベーター

５．管理人室 11．緊急通報システム

６．階段の手すり 12．セキュリティーシステム

13．その他

（ ）

１．１年未満 戸 ４．１０年以上 戸

２．１年～３年未満 戸 ５．不明 戸

３．３年～１０年未満 戸

１．常駐（住み込み）の管理員がいる ３．定期巡回による管理員がいる

２．通勤の管理員がいる ４．管理員はいない
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問６ 管理業務についてどのように行われていますか（一つを選択）。

問 7 問６で「２．管理会社に一部の業務を委託している」を選択した方に伺います。

委託している管理業務を教えてください（複数選択可）。

4．マンションの管理規約等についておたずねします

問８ マンションの専有部分（住戸）の用途について、住居以外の目的に使用できますか

（選択及び記述）。

問９ 区分所有者が長期不在の場合、管理組合に連絡する規定等はありますか

（選択及び記述）。

１．住居以外の用途に使用することが可能（条件があれば以下に記述）

（条件： ）

２．住居以外の用途に使用することはできない

１．管理会社に全ての業務を委託している ３．自主管理をしている

２．管理会社に一部の業務を委託している

１．事務管理業務（管理費等の出納、予算決定、運営業務等）

２．管理員業務（受付、点検、立会い等）

３．清掃業務（建物供用部分の清掃業務）

４．設備管理業務（エレベーター、電気、給排水衛生設備等の点検）

５．その他（ ）

１．所有者が長期不在の場合、連絡する規定がある（長期の定義を以下に記述）

（長期の定義： ）

２．連絡する規定はない
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5．マンションの大規模修繕・改修や建替えの今後の予定等についておたずねします

問 10 問 2 でマンションの大規模修繕・改修状況について「３．未修繕、４．未改修」

と回答した方は、今後の予定を教えてください。その際、（ ）内の「修繕」ま

たは「改修」のいずれかに○も記入してください（選択及び記述）。

※）大規模修繕：建物の基本性能を維持するために計画的に行う全棟規模の修繕工事のこと。

※）大規模改修：大規模修繕に加え、建物の機能や性能を高める工事のこと。

問 11 マンションの耐震改修について、今後の予定を教えてください（選択及び記述）。

問 12 マンションの建替えについて、今後の予定を教えてください（選択及び記述）。

１．既に耐震改修済みである（平成 年に改修済み）

２．耐震改修しておらず、改修の予定がある（平成 年に改修予定）

３．耐震改修しておらず、改修の予定はない

４．その他（ ）

１．既に建替え済みである（平成 年に建替え済み）

２．建替えの予定がある（平成 年に建替え予定）

３．建替えの予定はない

４．その他（ ）

１．修繕・改修の予定がある

（平成 年に（修繕・改修）予定）

２．修繕・改修の予定はない

３．その他（ ）
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6．空室があることによる問題点等についておたずねします

問 13 空室があることで、お困りのことはありますか（選択及び記述、複数選択可）。

問 14 問 13 の問題解消のためには、どのような支援が必要だと考えますか

（選択及び記述）。

アンケートは以上で終了です。ご協力ありがとうございました。

１．空室の区分所有者が管理に非協力的である

２．空室の区分所有者による管理費・修繕積立金の滞納が多い

３．空室の区分所有者の組合活動への参加が少ない

４．特になし

５．その他、具体的に困っていることなどありましたら、ご記入ください

１．特に必要ない

２．必要と考えられる支援について、具体的にご記入ください。
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平成 29（2017）年度調査

狛江市内の賃貸住宅の所有者様を対象にお送りしており

ます。

平素より、狛江市政にご理解ご協力をいただきありがとうございます。近年全国的に空家

の数が増加しており、狛江市においても市民の方から日々多くの相談が寄せられております。

平成 27 年２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行され、空家施策に関する

各々の責務について、明らかにされたところです。

狛江市においても、平成 28 年５月より空家等対策について検討を始めています。今年度

は、より幅広い対策を検討するため、賃貸住宅の空室の状況や、空室があることで抱える課

題等の把握、さらには空室の利活用について検討することを目的に、この度、賃貸住宅の所

有者様を対象に、アンケート調査を実施します。この調査結果は、今年度策定を予定してい

る「（仮称）狛江市空家等対策計画」の基礎資料として活用します。

大変お手数ではございますが、今後のまちづくりに向けて、調査の趣旨をご理解いただき、

ご協力くださいますようお願い申し上げます。

※所有者の方の個人情報が公表されることは、一切ございません。

対 象：狛江市内に存する賃貸住宅

回答期日：平成 29 年８月 30 日（水）・同封の返信用封筒でご返信ください。

お問合わせ先

狛江市都市建設部まちづくり推進課 担当 富永、福井、鈴木

電話：03-3430-1309 メール：machisuit01@city.komae.lg.jp

賃貸住宅の空室に関するアンケートへのご協力のお願い

賃貸住宅・所有者用
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回答は、設問ごとに選択肢の中からあてはまる番号等に○印の記入や、記述してください。

1．賃貸住宅の概要についておたずねします

問 1 賃貸住宅の概要について、分かる範囲でご記入ください。

（1）本体について（選択及び記述）。

※）大規模修繕：建物の基本性能を維持するために計画的に行う全棟規模の修繕工事のこと。

※）大規模改修：大規模修繕に加え、建物の機能や性能を高める工事のこと。

用途 １．住宅のみ ２．住宅と店舗等が併設 ３．１と２の両方

竣工年月日 昭和・平成 年 月 日

構造

１．鉄筋コンクリート造（RC 造）

２．鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC 造）

３．鉄骨造（Ｓ造）

４．木造

５．その他（ ）

敷地面積 ㎡ 建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡

大規模修繕・

改修状況(※)

１．修繕済（昭和・平成 年に修繕） ３．未修繕

２．改修済（昭和・平成 年に改修） ４．未改修

耐震診断 １．診断済（耐震性あり・耐震性なし） ２．未診断

耐震改修 １．耐震改修済 ２．未改修

階数 地上 階 地下 階

全戸数 戸

戸数(内訳) 住宅 戸 店舗 戸 事務所等 戸

住戸の間取

り

１．１ルーム・１Ｋ 戸 ４．２ＬＤＫ・３ＤＫ 戸

２．１ＤＫ・２Ｋ 戸 ５．３ＬＤＫ・４ＤＫ 戸

３．１ＬＤＫ・２ＤＫ 戸 ６．４ＬＤＫ以上 戸

アンケート調査票
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＜問 1 の続き＞

（2）供用施設・付帯施設について（選択及び記述）。

2．賃貸住宅の空室の状況についておたずねします

問 2 賃貸住宅の空室（未契約の住戸）の状況について、最新（現状）の戸数を教えてく

ださい。また、平成 25 年時点での状況を、最新（現状）の状況との比較で選択し

てください（選択及び記述）。

問 3 （現状）平成 年 月現在、空室となっている期間を戸数別に教えてください

（選択及び記述）。

問 4 空室に対して入居者を募集していますか（選択及び記述）。

１．駐車場 台 ７．スロープ設置

２．自転車置場 台 ８．身障者用駐車場

３．バイク置場 台 ９．室内のバリアフリー設計

４．エレベーター 基 10．車いす対応エレベーター

５．管理人室 11．緊急通報システム

６．階段の手すり 12．セキュリティーシステム

13．その他

（ ）

１．募集している

２．募集していない

（理由： ）

１．１年未満 戸 ４．１０年以上 戸

２．１年～３年未満 戸 ５．不明 戸

３．３年～１０年未満 戸

（現状）平成 年 月現在：空室戸数 戸

平成 25 年 月現在：現状より（多い・少ない・同等・把握していない）

「0」戸と回答した方は、以上で

終了です。

ご協力ありがとうございました。
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3．賃貸住宅の管理状況についておたずねします

問 5 管理業務についてどのように行われていますか（一つを選択）。

問 6 問 5 で「２．管理会社に一部の業務を委託している」を選択した方に伺います。

委託している管理業務を教えてください（複数選択可）。

4．賃貸住宅の大規模修繕・改修や建替えの今後の予定についておたずねします

問 7 問 1 で建物の大規模修繕・改修状況について、「３．未修繕、４．未改修」と回答

した方は、今後の予定を教えてください。その際、（ ）内の「修繕」または「改

修」のいずれかに○も記入してください（選択及び記述）。

※）大規模修繕：建物の基本性能を維持するために計画的に行う全棟規模の修繕工事のこと。

※）大規模改修：大規模修繕に加え、建物の機能や性能を高める工事のこと。

問 8 建物の耐震改修について、今後の予定を教えてください（選択及び記述）。

１．既に耐震改修済みである（平成 年に改修済み）

２．耐震改修しておらず、改修の予定がある（平成 年に改修予定）

３．耐震改修しておらず、改修の予定はない

４．その他（ ）

１．修繕・改修の予定がある

（平成 年に（修繕・改修）予定）

２．修繕・改修の予定はない

３．その他（ ）

１．管理会社（仲介業者）に全ての業務を委託している

２．管理会社（仲介業者）に一部の業務を委託している

３．所有者自身が全ての管理を行っている

４．その他（ ）

１．事務管理業務（賃料回収、入居者募集・決定、運営業務等）

２．管理員業務（受付、点検、立会い等）

３．清掃業務（建物供用部分の清掃業務）

４．設備管理業務（エレベーター、電気、給排水衛生設備等の点検）

５．その他（ ）
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問 9 建物の建替えについて、今後の予定を教えてください（選択及び記述）。

5．賃貸住宅の入居条件についておたずねします

問 10 入居条件はありますか（選択記述）。

6．空室の利活用等についておたずねします

問 11 空室があることで、お困りのことはありますか（選択及び記述、複数選択可）。

１．既に建替え済みである（平成 年に建替え済み）

２．建替えの予定がある（平成 年に建替え予定）

３．建替えの予定はない

４．その他（ ）

１．賃貸したいが、賃貸相手がなかなか見つからない

２．住戸を改修して早期契約に繋げたいが、改修費用などの資金が用意できない

３．特になし

４．その他、困っていることなどありましたら、ご記入ください。

１．入居条件は特にない

２．入居条件はある

（条件： ）
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問 12 空室の利活用についてどのようにお考えですか（選択及び記述）。

問 13 空室対策のために、どのような支援が必要だと考えますか（選択及び記述）。

アンケートは以上で終了です。ご協力ありがとうございました。

１．今後とも、民間への賃貸物件として利用する

２．地域活動や公共サービスの目的で利用してもらってもよい

３．条件次第では、地域活動や公共サービスの目的で利用してもらってもよい

（条件： ）

４．その他（ ）

１．特に必要ない

２．必要と考えられる支援について、具体的にご記入ください。
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